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用 語 集

用   語 定            義

本市 鹿児島市

局 鹿児島市水道局

本事業 河頭浄水場（甲系統の浄水施設）更新事業

事業者 河頭浄水場（甲系統の浄水施設）更新事業を実施する民間事業者

既存浄水場 既存の河頭浄水場（甲系統及び乙系統）

導水施設
本事業にて整備する導水ポンプ（配管、機械設備、電気・計装設備を含

む）の総称

浄水施設

本事業において整備する着水井、活性炭接触池、薬品混和池、フロック形

成池、沈でん池、急速ろ過池、浄水池、洗浄排水池、排泥池、排水ピット

及びこれに付随して原水を処理するために必要な施設（薬品注入設備、建

築施設、機械設備、電気・計装設備を含む）の総称

送水施設
本事業において整備する送水ポンプ（配管、機械設備、電気・計装設備を

含む）、送水管の総称

次亜 次亜塩素酸ナトリウム

PAC ポリ塩化アルミニウム

苛性 水酸化ナトリウム（苛性ソーダ）

施設維持管理

施設維持管理とは、日常保守点検業務、自家用電気工作物点検業務、予備

動力保守点検業務、地下燃料タンク点検業務、集中監視制御設備保守点検

業務、計装設備保守点検業務、水質分析計保守点検業務、炭酸ガス注入設

備点検業務、活性炭注入設備保守点検業務、ろ過池更生業務、事業終了後

の引継ぎ業務、近隣対応業務の総称

保守点検

保守点検とは、日常点検及び定期点検等により、土木構造物、建築施設、

機械及び電気・計装設備の損傷、変形、腐食、異臭、その他の異常の有無

を確認することで、各施設における機能の低下状況を把握し、その程度に

応じ、実用上支障のない状態に維持するための補修を実施すること
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第１章 総則

１．本書の位置付け

本要求水準書は、鹿児島市水道局（以下「局」という。）が、河頭浄水場（甲系統の浄水施

設）更新事業（以下「本事業」という。）を実施する民間事業者（以下「事業者」という。）の

募集・選定に当たり、本事業に応募する者向けに公表する「募集要項」の一部として位置付け

るものであり、本事業の対象となる施設の設計業務、建設工事及び維持管理業務について要求

水準を示すものである。

２．事業内容に関する事項

（１）事業名称

河頭浄水場（甲系統の浄水施設）更新事業

（２）対象となる公共施設

水道施設

（３）公共施設等の管理者

鹿児島市水道事業及び公共下水道事業管理者 遠藤 章

（４）事業目的

事業の目的については、「募集要項 第１章 １．（４）事業目的」に示す。

（５）施設の概要

対象施設を以下に示す。

表 1-1 対象施設

対象施設 適用

1 導水施設 導水ポンプ設備、導水管

2 浄水施設

着水井、活性炭接触池、混和池、フロック形成池、沈でん

池、急速ろ過池、浄水池、洗浄排水池、排泥池、排水ピッ

ト、各種ポンプ設備

3 薬品注入設備
凝集用薬品注入設備、アルカリ剤注入設備、酸剤注入設

備、活性炭注入設備、消毒設備

4 送水施設 送水ポンプ設備、送水管

5 付帯設備・場内整備 場内連絡管、連絡用通路兼管廊、外構施設

6 建築施設 浄水施設の上屋、機械電気棟、発電機棟

7 電気計装設備

受変電設備、非常用自家発電設備、再生可能エネルギー設

備、無停電電源装置、負荷設備、計装設備、集中監視制御

設備

8 その他 見学者対応設備

9 施設撤去 既存管路、石井手原水調整槽等
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（６）事業内容

事業内容については、「募集要項 第１章 １．（６）事業内容」に示す。

（７）事業スケジュール

事業スケジュールについては、「募集要項 第１章 １．（７）事業スケジュール」に示す。

（８）遵守すべき関係法令等

事業者は、本事業を実施するに当たり必要とされる関係法令（法律、政令、省令、条例、

規則、規程及びガイドライン等を含む。）を遵守すること。また、法令に照らして必要な許

認可等を有していることを確認し維持するとともに、下請け契約又は再委託契約において

は、当該許認可等を有する者に発注又は委託すること。必要となる許認可等を取得する場

合は、事業者の責任において取得するものとし、その費用も事業者負担とする。なお、以

下に主な県・市条例等について示す。

① 鹿児島県条例

・鹿児島県環境基本条例（平成 11 年条例第 10 号）

・鹿児島県公害防止条例（昭和 46 年条例第 41 号）

・鹿児島県建築基準法施行条例（昭和 46 年条例第 33 号）

・その他本事業に関する鹿児島県条例等

② 鹿児島市条例

・鹿児島市環境保全条例（平成 16 年条例第 12 号）

・鹿児島市建築基準法施行細則（昭和 61 年規則第 25 号）

・鹿児島市景観条例（平成 19 年条例第 68 号）

・鹿児島市指定建築物の建築等に係る住環境の保全に関する条例（平成 16年条例第 21
号）

・都市計画法に基づく開発行為等の規制に関する規則（平成 8 年規則第 60 号）

・鹿児島市宅地開発に関する条例（平成 19 年条例第 23 号）

・鹿児島市宅地開発に関する条例施行規則（平成 19 年規則第 152 号）

・鹿児島市火災予防条例（昭和 49 年条例第 50 号）

・鹿児島市給水条例（昭和 43 年条例第 43 号）

・鹿児島市給水条例施行規程（昭和 53 年水道局規程第 14 号）

・鹿児島市下水道条例（昭和 42 年条例第 122 号）

・鹿児島市公共下水道事業区域外流入分担金条例（平成 21 年条例第 12 号）

・鹿児島市公共下水道事業区域外流入分担金条例施行規程（平成 21 年水道局規程第 9
号）

・その他本事業に関する鹿児島市条例等

③ 要綱、指針及び各種基準等

本事業に適用する要綱、指針、各種基準等は、以下のとおりであり、最新のものを適

用するものとする。

・水道施設設計指針

・水道施設耐震工法指針・解説

・水道維持管理指針



3

・水道におけるクリプトスポリジウム等対策指針

・水道分野における情報セキュリティ確保に係る安全ガイドライン

・水道工事標準仕様書（土木工事編）

・水道工事標準仕様書（設備工事編）

・水道施設設計業務委託標準仕様書

・公共建築工事標準仕様書（建築工事編）

・公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編）

・公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編）

・官庁施設の総合耐震・対津波計画基準

・建設工事公衆災害防止対策要綱

・営繕工事事業用電気工作物保安規程（九州地方整備局）

・鹿児島県土木工事共通仕様書

・鹿児島県土木工事施工管理基準

・鹿児島県における再生資源活用工事実施要領（土木）の運用（鹿児島県土木部）

・特定都市河川浸水被害対策法における雨水浸透阻害行為の許可申請の手引き（案）

（鹿児島県土木部河川課）

・鹿児島市危機管理指針

・宅地開発・建築許可の手引き-鹿児島市宅地開発技術指針

・鹿児島市公共建築物脱炭素化指針

・水道工事一般仕様書（鹿児島市水道局水道部）

・機械・電気設備工事一般仕様書（鹿児島市水道局）

・水道施設の設計施工基準－施設編－（鹿児島市水道局水道部）

・鹿児島市水道局請負工事施行要領

・鹿児島市水道局自家用電気工作物保安規程

・鹿児島市水道局テロ対策基本指針（水道編）

・鹿児島市水道局水質汚染事故対応マニュアル

・鹿児島市水道局応急対策指針

・工事一時中止に係るガイドライン［上下水道工事編］（鹿児島市水道局）

・週休 2 日工事実施要領（鹿児島市水道局）

・建築工事（営繕）及び設備工事（電気・機械）における週休２日工事実施要領（鹿

児島市水道局）

・水道管路施設設計標準図（鹿児島市水道局）

・給水装置工事施行基準 排水設備工事施行基準（鹿児島市水道局）

・水道管工事施工管理基準（鹿児島市水道局）

・内面エポキシ樹脂粉体塗装管の施工要領（鹿児島市水道局）

・水道配水用ポリエチレン管施工マニュアル（鹿児島市水道局）

・鹿児島市水道局電子納品運用ガイドライン［管路・土木編］

・鹿児島市水道局電子納品運用ガイドライン（案）［建築・設備編］

・鹿児島市水道局情報共有システム活用工事試行要領

・鹿児島市水道局情報共有システム活用工事試行要領［建築・設備編］

・汚水管路施設設計標準図（鹿児島市水道局下水道部）
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・鹿児島市おいしい水指標（鹿児島市水道局）

・その他公的機関が発行し、かつ、局が確認した仕様書等

（９）健康診断

事業者は、本事業開始前に 1 回、本事業開始後は概ね 6 か月に 1 回、水道法施行規則第

16 条の規定による赤痢、腸チフス、パラチフス菌、サルモネラ菌及び腸管出血性大腸菌

O157 の検査を従事者等に行わせ、その結果を局に提出すること。従事者等に異動があった

場合は、その都度、本事業への従事前に実施すること。

（１０）週休２日工事

本事業は、週休 2 日工事の対象である。最新の「週休 2 日工事実施要領」及び「建築工

事（営繕）及び設備工事（電気・機械）における週休 2 日工事実施要領」に基づき行うも

のとする。なお、本事業における土木工事は完全週休 2 日（現場閉所型）とし、建築工事

（営繕）及び設備工事（電気・機械）については、発注方式を発注者指定方式とし完全週

休 2 日の対象とする。
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第２章 基本要件

１．更新の基本方針

本事業の前提条件などの詳細な要件等は「２．前提条件」以降に示すが、更新に当たっての

基本方針は次のとおりとする。

（１）安全・安心な水を供給できる浄水場

原水の水質変動などがあっても、安全で安定した給水ができる浄水場を目指す。

① 本事業の浄水水質要求水準として、既存の河頭浄水場（以下「既存浄水場」という。）

における浄水水質の過去 10 ヵ年の実績最高値以内を確保することとする。浄水処理方

式は「粉末活性炭処理＋凝集沈でん＋急速ろ過」方式とする。

② 水源である甲突川の水質の変化（濁度、有機物及び農薬など）に対応できるよう粉末

活性炭接触池を設置する。

（２）強靭な浄水場

自然災害などが発生したとしても、運転を停止することのない、強靭な浄水場を目指す。

① 最新の耐震基準に基づき更新する。

② 大雨や台風などの災害による浸水対策として、更新用地全体が浸水想定深以上となる

ように盛土を行う。

③ 桜島の降灰対策として、着水井以降の開放池面上部には上屋を設置する。

④ 自然災害などへの対策として、非常用自家発電設備を設置し長時間の停電があっても

運転を継続できるようにする。

⑤ テロなどを未然に防ぐための対策として、着水井以降の開放池面上部には上屋を設置

するとともに赤外線センサー、監視カメラなどのセキュリティ設備を設置する。

（３）環境にやさしい浄水場

脱炭素・循環型社会へ貢献するため、環境にやさしい浄水場を目指す。

① 電力消費量の少ない浄水システムや高効率型の設備などを導入し環境負荷の低減を図

る。

② 太陽光発電設備など再生可能エネルギー設備を導入する。

（４）持続可能な浄水場

水需要の減少や現状の水運用を考慮した上で、適切な更新方法と施設能力にするととも

に、維持管理しやすい浄水場を目指す。

① 将来の人口減少などに伴う水需要の減少や長期的視点に立った施設能力のあり方を見

据えるとともに、現在の水運用や河頭浄水場を軸とした水道システムを構築しているこ

とを考慮して、施設能力は既存甲系統と同じ能力とする。

② AI や IoT などの新技術を活用し、職員の省力化、薬品注入量の最適化による使用量の

削減及び設備の状態監視の把握など、予防保全や維持管理の容易な浄水場とする。

③ 見学者が水道事業の役割や重要性について理解を深められるように、安全で快適に見

学できる浄水場とする。
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２．前提条件

事業者は、以下の（１）～（１３）を前提条件として、後述の「４．要求する機能及び施

設諸元」に示す機能を常時確保できる浄水処理システムを構築すること。また、参考として図

2-1 に河頭浄水場更新後の施設フロー図を示す。

（１）整備対象施設は既存浄水場を稼働させたまま、更新用地に整備すること。

（２）導水元は河頭取水口（既存ポンプ井）、石井手取水場及び小野取水場である。（各取水施

設の位置については、別紙 1 を参照）

（３）石井手取水場と小野取水場からの導水先については、新設着水井と既存沈砂池を電動弁

によって選択できるようにすること。

（４）使用薬品は既存浄水場と同じとすること。（使用薬品の種別については、「第３章 ３．

（３）詳細設計業務 」に示す。）

（５）既存浄水場内の施工に当たっては、維持管理動線への影響を最低限とした施工計画とす

ること。

（６）既存浄水場は短時間（5～6 時間程度）の運転停止は可能であるが、原則として浄水処理

に影響を与えないようにすること。運転停止は、取水ポンプの更新及び導水管の接続時を

想定している。その他は局との協議の上決定する。

（７）送水先は河頭配水池、石井手配水池とし、それぞれに計画水量（69,400m³/日）を送水で

きること。（各配水池の位置については、別紙 1 を参照）

（８）排泥は新設排泥池を経由して河頭排水処理場の調整槽へ送泥すること。

（９）試運転等に必要となる原水は、石井手取水場（20,000m³/日）、小野取水場（20,000m³/日）

からの導水を優先すること。

（１０）既存浄水場から整備対象施設への維持管理用の連絡用通路兼管廊を設けること。連絡

用通路兼管廊についての詳細は、「第３章 ３．（３）詳細設計業務」に示す。

（１１）河頭浄水場は、「武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律」にお

いて、生活関連等施設に該当するため、警備の強化や安全の確保に関し、必要な措置を講

じること。

（１２）整備対象施設の供用開始後に乙系統の耐震化工事を予定しており、その施工期間中は

既存甲系統の運転を継続するため、支障がないよう取水ポンプ及び廻り配管の更新の際に

は設計・施工すること。

（１３）整備対象施設の運転管理は、局が既存浄水場の管理室から行う。
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図 2-1 河頭浄水場更新後の施設フロー図
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３．施設の立地条件

（１）更新用地の制限等

更新用地に係る敷地条件及び法的要件を遵守すること。なお、主な敷地条件を表 2-1 に

示す。

表 2-1 敷地条件

項目 内容

都市計画区域（区域区分） 鹿児島都市計画区域（市街化調整区域）

用途地域 指定なし

防火地域 指定なし

建ぺい率 50%

容積率 80%

建築基準法上の敷地

既存浄水場の敷地と更新用地等は、建築基準法施行令

第 1 条第 1 号の「一団の土地」として敷地設定するこ

とが可能である。

（２）地質状況

既往の地質調査結果は、「実施方針第２章 ２．（３）資料の閲覧」に示す資料閲覧

（DVD 等による配付）にて提示する。

４．要求する機能及び施設諸元

（１）計画浄水量

整備対象施設の計画浄水量は、70,000m³/日である。各取水口からの導水量を表 2-2 に示

す。

表 2-2 各取水口からの導水量

取水口 導水量

河頭取水口 70,000m³/日（0.811m³/秒）

石井手取水場 20,000m³/日（0.232m³/秒）

小野取水場 20,000m³/日（0.232m³/秒）

（２）原水水質及び浄水水量

原水水質の状況は、別紙 2（過去 10 ヵ年）及び資料閲覧（DVD 等による配付）（過去 5
ヵ年）に示す。既存浄水場の過去 5 ヵ年の浄水水量の状況は、資料閲覧（DVD 等による配

付）にて提示する。

（３）浄水水質要求水準

本事業の浄水水質要求水準は、表 2-3 に示す既存浄水場の浄水水質の過去 10 ヵ年の実績

最高値以内を確保することとする。

河頭浄水場の水源である甲突川は、降雨による濁度の上昇や油類の流出による水質汚染、

また、上流域に広がる水田への農薬散布の影響で農薬類が検出される時期があることから、

それらによる汚染への対策を行うこと。
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表 2-3 浄水水質の過去 10 ヵ年の実績最高値

項目 単位
浄水水質の

実績最高値

基準値

（法令）

1 一般細菌 個/mL 10 以下 100 以下

2 大腸菌 MPN/100 不検出 検出されないこと

3 カドミウム及びその化合物 mg/L 定量下限値未満 0.003 以下

4 水銀及びその化合物 mg/L 定量下限値未満 0.0005 以下

5 セレン及びその化合物 mg/L 定量下限値未満 0.01 以下

6 鉛及びその化合物 mg/L 定量下限値未満 0.01 以下

7 ヒ素及びその化合物 mg/L 定量下限値未満 0.01 以下

8 六価クロム化合物 mg/L 定量下限値未満 0.02 以下

9 亜硝酸態窒素 mg/L 定量下限値未満 0.04 以下

10 シアン化物イオン及び塩化シアン mg/L 定量下限値未満 0.01 以下

11 硝酸態窒素及び亜硝酸態窒素 mg/L 2 以下 10 以下

12 フッ素及びその化合物 mg/L 0.12 以下 0.8 以下

13 ホウ素及びその化合物 mg/L 定量下限値未満 1.0 以下

14 四塩化炭素 mg/L 定量下限値未満 0.002 以下

15 1、4－ジオキサン mg/L 定量下限値未満 0.05 以下

16 シス-1、2-ジクロロエチレン及び

トランス-1、2-ジクロロエチレン
mg/L 定量下限値未満 0.04 以下

17 ジクロロメタン mg/L 定量下限値未満 0.02 以下

18 テトラクロロエチレン mg/L 定量下限値未満 0.01 以下

19 トリクロロエチレン mg/L 定量下限値未満 0.01 以下

20 ベンゼン mg/L 定量下限値未満 0.01 以下

21 塩素酸 mg/L 0.10 以下 0.6 以下

22 クロロ酢酸 mg/L 定量下限値未満 0.02 以下

23 クロロホルム mg/L 0.02 以下 0.06 以下

24 ジクロロ酢酸 mg/L 0.02 以下 0.03 以下

25 ジブロモクロロメタン mg/L 0.005 以下 0.1 以下

26 臭素酸 mg/L 定量下限値未満 0.01 以下

27 総トリハロメタン mg/L 0.04 以下 0.1 以下

28 トリクロロ酢酸 mg/L 0.012 以下 0.03 以下

29 ブロモジクロロメタン mg/L 0.008 以下 0.03 以下

30 ブロモホルム mg/L 0.005 以下 0.09 以下

31 ホルムアルデヒド mg/L 定量下限値未満 0.08 以下

32 亜鉛及びその化合物 mg/L 定量下限値未満 1.0 以下

33 アルミニウム及びその化合物 mg/L 0.10 以下 0.2 以下

34 鉄及びその化合物 mg/L 定量下限値未満 0.3 以下

35 銅及びその化合物 mg/L 定量下限値未満 1.0 以下

36 ナトリウム及びその化合物 mg/L 20 以下 200 以下

37 マンガン及びその化合物 mg/L 定量下限値未満 0.05 以下

38 塩化物イオン mg/L 20 以下 200 以下

39 カルシウム、マグネシウム等(硬度) mg/L 40 以下 300 以下

40 蒸発残留物 mg/L 160 以下 500 以下

41 陰イオン界面活性剤 mg/L 定量下限値未満 0.2 以下

42 ジェオスミン mg/L 0.000003 以下 0.00001 以下

43 ２－メチルイソボルネオール mg/L 0.000003 以下 0.00001 以下

44 非イオン界面活性剤 mg/L 定量下限値未満 0.02 以下

45 フェノール類 mg/L 定量下限値未満 0.005 以下
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46 有機物（全有機炭素(TOC)の量） mg/L 1.5 以下 3 以下

47 pH 値 7.0～7.7    5.8～8.6
48 味 異常なし 異常でないこと

49 臭気 異常なし 異常でないこと

50 色度 度 1.0 以下          5 以下

51 濁度 度 0.1 以下          2 以下

（４）浄水処理

浄水処理方式は「粉末活性炭処理＋凝集沈でん＋急速ろ過」方式とする。各浄水施設の処

理方法は事業者提案とする。また、浄水処理に係る薬品注入点、サンプリング点については

別紙 3 のとおりとするが、処理方法の提案内容に伴う位置変更は認める。

（５）耐震性能

土木構造物等は、表 2-4 に示すとおりの耐震性能を有するものとする。

表 2-4 耐震性能

分類 要求する耐震性能 参照する指針基準等

土木構造物 重要度：ランク A1

・レベル 1 地震動に対して使用性を満足

・レベル 2 地震動に対して復旧性、安全性を満足

・危機耐性を反映

水道施設耐震工法指針・解説

（2022 年版）

建築

構造体

耐震安全性の分類：Ⅱ類 官庁施設の総合耐震・対津波計

画基準（平成 25 年）

建築非構造

部材

耐震安全性の分類：A 類

建築設備 耐震安全性の分類：甲類

設備・機器 耐震クラス S 日本建築センター 建築設備耐

震設計・施工指針 2014 年版

（６）浸水対策

更新用地は｢甲突川ハザードマップ｣（令和 3 年 6 月 鹿児島市）における被害想定（大雨

の頻度：概ね 1,000 年超に 1 回の降雨 ( 12 時間雨量 822mm) ）で、洪水時に 0.5～3.0ｍ未

満の浸水被害が想定されているため、用地全体が浸水想定深以上となるように盛土するこ

と。

（７）降灰対策

桜島の降灰が混入しないように着水井以降の開放池面上部には上屋を設置すること。

（８）停電対策

台風や地震などの災害による大規模な停電時においても安定的に給水できるよう、非常

用自家発電設備を設置し、長時間（72 時間）の停電があっても運転を継続できるようにす

ること。
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（９）テロ等対策

テロなどを未然に防ぐための対策として、着水井以降の開放池面上部には上屋を設置す

ること。また、既存浄水場と同様に侵入防止柵、赤外線センサー及び監視カメラなどのセ

キュリティ設備を設置し 24 時間監視できるようにすること。なお、セキュリティ設備につ

いては、AI や IoT などの最新の技術を用いた設備を提案すること。

（１０）環境への配慮

本市は、国際社会の一員として、脱炭素社会の実現を目指し、「ゼロカーボンシティかご

しま」の実現に取り組んでおり、地球温暖化防止へ貢献するため、電力消費量の少ない浄

水システムや高効率型の設備の導入、太陽光発電設備など再生可能エネルギー設備の導入

を提案すること。

（１１）見学者への配慮

水循環を形成する水道の環境面における役割や重要性について、映像や音声等を用いて

効果的に理解できるように施設整備すること。また、安全に見学できるようルートのバリ

アフリー化などを行うとともに、見学者の理解度、満足度が高い浄水場となるよう提案す

ること。

（１２）新技術の活用

AI や IoT などの新技術を活用し、職員の省力化、薬品注入量の最適化による使用量の削

減及び設備の状態監視の把握など、環境負荷が少なく、予防保全及び維持管理の容易な浄

水場となるよう提案すること。
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（１３）目標耐用年数

構造物及び設備については、表 2-5 に示す局の目標耐用年数が維持できる仕様とすること。

なお、以下の目標耐用年数が達成できるよう定めた局の水道施設更新・長寿命化計画を資

料閲覧（DVD 等による配付）にて提示する。

表 2-5 目標耐用年数

区分 対象設備 目標耐用年数

土木構造物 全般 法定耐用年数※の 2 倍

建築施設 全般 法定耐用年数※の 1.5 倍

機械設備

汚泥掻寄機（浄水設備）

汚泥掻寄機（排水設備）

浄水場・取水場の取水・導水ポンプ（陸上型）

脱水機

40 年

除塵、急速・緩速撹拌機

22kW 以上のポンプ（陸上型）
35 年

上記以外の機械設備 30 年

電気設備

受電設備、変圧器設備

負荷設備

監視・制御盤

内燃力発電設備

30 年

電子計算機設備

計測設備（流量計、水位計、分析計等）
20 年

直流電源設備

無停電電源装置
15 年

上記以外の電気設備 30 年

※法定耐用年数は地方公営企業法に準ずる。

（１４）事業期間終了時における施設の状態

① 建設工事期間終了後 1 年以内に整備対象施設が本書に示された要求水準を下回った場

合（局の責めに帰すべき事由に起因する場合を除く）、事業者は自らの費用負担にて修

繕を行うものとする。

② 維持管理期間（①の期間を含む）において、長寿命化対策工事や機能維持に必要な修

繕は局が発注する。

５．既存施設との接続条件等

（１）水位関係

  各施設の水理条件を図 2-2 に示す。
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図 2-2 各施設の水理条件
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（２）既存施設との接続位置

既存施設との接続が必要な施設は以下のとおりである。詳細図を別紙 4 にて示す。

① 導水管（既存ポンプ井～新設着水井）

既存甲系統 2 号着水井向け導水管に接続すること。

② 導水管（石井手取水場・小野取水場～新設着水井）

既存石井手・小野導水管に接続すること。

③ 送水管（河頭配水池向け）

既存河頭配水池付近の送水管に接続すること。

④ 送水管（石井手配水池向け）

更新用地付近の既存石井手配水池向け送水管に接続すること。

送水管の接続位置は新設浄水池配置の事業者提案によるものとすること。

⑤ 排泥管（河頭排水処理場向け）

既存送泥管に接続すること。

⑥ サンプリング管

以下に示すサンプリング管については、既存管理本館付近の局が指定する管路に接続

すること。なお、接続する管路（32A または 40A）については、令和 8 年度に局が予定

している既存管理本館等の工事において布設する。

・着水１（石井手取水場＋小野取水場からの原水）：1 本

・着水２（既存沈砂池＋石井手取水場＋小野取水場からの原水）：1 本

・ろ水：1 本

⑦ ケーブル類

整備対象施設と既存浄水場間で必要なケーブル類を接続すること。また、必要に応じ

て予備ケーブルを設けること。

（３）整備対象施設からの排水

① 洗浄排水及び各サンプリング水の排水は、新設洗浄排水池を経由して新設着水井へ返

送するが、河頭排水処理場への送水もできるようにすること。また、各池のドレン排水

や越流水は排水ピットを経由して河頭排水処理場へ送り、完全クローズドシステムとす

る。

② 建物内の汚水及び雑排水（水質測定用などの薬品等を含む排水を含む）は、公共下水

道へ排水する。なお、接続する汚水管については圧送管であり接続位置については、別

紙 4 にて示す。

③ 雨水は、原則として既存雨水側溝へ排水すること。接続場所は、別紙 4 にて示す。

６．セルフモニタリング

事業者は、自らが行う設計業務、建設工事及び施設維持管理業務の実施状況を整理して、

要求水準書及び事業者提案内容の履行状況を確認し、継続的な業務改善を進めるセルフモニタ

リング業務を実施すること

（１）局が募集要項等において示すモニタリング基本計画に基づき、業務の実施状況が要求水

準書を満足し、提案内容が的確に実施されていることが確認できる方法等が記載された年

間セルフモニタリング計画書を作成すること。なお、年間セルフモニタリング計画書に記
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載する事項の詳細については、契約後に局と事業者の協議のうえ決定すること。

（２）事業契約に基づき適切に履行されていること、事業者が行う設計業務、建設工事及び施

設維持管理業務の水準が事業契約に定める要求水準を満足していることを、計画書に基づ

きセルフモニタリングを行うこと。その結果をモニタリング報告書として作成し、局に提

出すること。

（３）局が必要と認めた場合は、事業者へセルフモニタリングの内容等の追加を指示できるも

のとする。

７．統括マネジメント業務

（１）統括責任者の配置

事業者は、設計業務、建設工事及び施設維持管理業務を統括し、局との連絡の窓口を務

める統括責任者を配置すること。

統括責任者は、設計建設 JV の代表企業から 1 名選任し、建設工事終了時点で、維持管

理 JV の代表企業から 1 名選任し、業務を引き継ぐものとする。なお、統括責任者は局の承

諾を受け変更することができる。

（２）統括責任者の業務

① 計画等策定のとりまとめ

設計業務、建設工事及び維持管理業務の実施に際して策定する各種計画やマニュアル

等について、局に対して必要な協議・報告を行い、内容の確認又は承諾を受けること。

② 局との調整

設計業務、建設工事及び維持管理業務を確実に行い、本事業を円滑に進めるため、以

下に関する調整を行うこと。

ア 局と事業者による定期会議（毎月）及び必要に応じて随時会議を開催し、業務の

進捗状況及び実施工程等を示した資料により、事業の進捗報告等を行うこと。

イ 局の意見や要望等を踏まえ、事業契約に定める要求水準に記載のない事項の事業

者提案等を局と事業者との協議のうえ決定すること。

ウ 局との調整は、統括責任者が会議を開催し、協議を取りまとめること。

③ 構成企業間の調整

事業契約に定める要求水準を担保するための品質管理及び構成企業間の業務を調整す

る。また、統括責任者は、各構成企業の業務実施状況を一元的に把握し、全体工程の管

理や構成企業間の役割分担等の調整を行うこと。

④ 業務報告書の作成

設計業務、建設工事及び維持管理業務における各種提出書類等をとりまとめ、定例会

議等で局に提出・報告すること。

８．その他

（１）説明会資料の作成および説明会への出席

事業者は、局が本事業に関する説明会を実施する場合に、説明資料を作成し説明会へ出

席すること。
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（２）事業用地の管理

更新用地の除草や安全管理など用地の管理については、設計及び建設工事請負契約締結

後から建設工事終了までの期間は、事業者において実施すること。
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第３章 設計業務及び建設工事要件

１．本章の構成

本章では、設計業務及び建設工事に求める内容や規定する仕様及びその他留意事項を示す。

２．事前・事後調査業務

（１）事前調査業務

事前調査業務は、契約後に整備対象施設の設計業務及び建設工事を行う上で必要となる

測量、地質調査及び地下埋設物調査等を行う業務である。なお、調査として実施した成果

を事前調査結果報告書として提出すること。

① 具体的な事前調査業務

ア 現地測量

イ 地質調査

a ボーリング調査

b 物理試験

c 力学試験

ウ 地下埋設物調査

管路、ケーブル及び雨水路等の既存埋設物のルート及びレベルの確認を行うこと。

現況図面をもとに現地調査し、埋設位置図の作成を行うこと。必要に応じて埋設位

置確認のため、試掘調査を行うこと。

エ 土壌汚染調査

必要に応じて、土壌汚染対策法に基づき調査を行うこと。

オ 雨水・汚水排水経路の確認

工事用排水、常時の排水、豪雨時の排水等の経路を確認すること。

カ 周辺環境の調査

騒音・振動・臭気・車両交通・家屋調査等について、調査を実施し、必要な対策

を講じること。なお、本事業では生活環境影響調査は想定していない。

キ 電波障害調査

施設周辺に対し、電波障害調査を実施し、障害が発生した場合には必要な対策を

講じること。

ク アスベスト調査

必要に応じてアスベスト調査を実施し、アスベストの含有が確認された場合は対

策を講じること。なお、本事業の対象範囲としては調査まで実施することとする。

ケ 上記のほか、本事業を行うに当たり必要な調査

② 事前調査業務の実施に当たっての留意事項

事業者は、事前調査業務の実施に当たり、以下の事項に留意すること。

ア 測量、地質調査及び試掘調査等の追加調査は事業者の責任で行うこと。なお、ボ

ーリング調査は必要な箇所数を行い、工学的基盤面を 3m 以上確認すること。

イ 法的に必要な有資格者及び業務に必要な能力・資質・経験を有する人員を適切に

配置すること。

ウ 貸出する既存図面は、必ずしも最新の状況を反映しているものではないため、現

地調査を行う際にはこの点に留意すること。
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（２）事後調査業務

事後調査業務は、整備対象施設の建設工事終了後、施設の引渡し前に施設周辺に建設工

事の影響がないか調査を行う業務である。なお、調査として実施した成果を事後調査結果

報告書として提出すること。

以下に具体的な事後調査業務を示す。

① 周辺環境の調査

騒音・振動・臭気等について、調査を実施し、必要な対策を講じること。

② 電波障害調査

施設周辺に対し、電波障害調査を実施し、必要な対策を講じること。

③ 上記のほか、本事業を行うに当たり必要と判断される調査

３．設計業務

（１）業務の内容

設計業務は、本事業の設計に関する業務であり、基本設計、詳細設計及び設計に必要な

申請書類の作成等を行う業務である。

① 基本設計

事業契約に定める要求水準を具体化するための基本設計を行うこと。

② 詳細設計

局が承諾した基本設計を基に、整備対象施設に関する詳細設計を行うこと。

ア 導水施設設計

イ 浄水施設設計

ウ 薬品注入設備設計

エ 送水施設設計

オ 附帯施設・場内整備設計

カ 建築施設設計

キ 電気・計装設備設計

ク 見学者対応設備設計

ケ 施設撤去設計

③ 各種申請書類の作成

建設工事着手までに水道事業変更認可等の申請に必要な書類の作成、各種申請書等の

作成、関係機関との協議等を行うこと。また、局が行う国庫補助金交付申請のための書

類作成等の支援を行い、審査機関との協議、会計検査等の対応を行うこと。

④ 設計図書の提出

事業者は、局に以下の図書を提出し、承諾を受けること。

ア 基本設計

a 報告書

b 図面

c 各種計算書

イ 詳細設計

詳細設計図及び詳細設計報告書は、設計・建設工事段階の承諾図書をまとめたも

のに加え、施設完成時点で体系的に取りまとめた成果品を提出すること。
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詳細設計図書の仕様、部数、様式等は局の指示に従うこと。

a 報告書

b 図面

c 各種計算書

d 施工計画書

e 工事費内訳書

f 数量計算書

（２）基本設計業務

基本設計業務では、事業契約に定める要求水準を具体化し、事前調査業務の結果を反映

して、設計図書の作成に当たること。基本設計の内容は、浄水処理方法、配置計画、施設

計画、容量計算、水理計算、施工方法及び維持管理方法等の検討を行い、基本設計図及び

報告書を作成するものである。また、説明に利用できる概要版の作成を行うこと。

（３）詳細設計業務

① 共通事項

整備対象施設の詳細設計を行うに当たり、各施設全般の共通事項を以下に示す。

ア 原水水質の特徴を踏まえ、浄水水質の要求水準を達成させる設計を行うこと。

イ 機器の故障、各施設の点検・洗浄等の際にも、計画浄水量を確保できるよう予備

系列等を確保すること。なお、予備系列等の容量は全体の有効容量として含めない。

ウ 「第２章 １．更新の基本方針」を踏まえ、各施設の配置を提案すること。また、

維持管理や将来の更新のためのメンテナンススペースや、点検者や見学者の安全性

等を踏まえた動線を確保できる施設配置とすること。

エ 場内の浸水対策として、敷地全体が浸水想定深以上（T.P.=+20.90m）となるよう

に盛土すること。なお、浸水想定深以上となっている更新用地の一部については事

業者提案により高さの変更は可とする。

オ 浄水施設の各池や水路及び場内配管はそれぞれ保守、清掃等の維持管理が可能と

なるよう、ゲートやバルブ等を設置すること。

カ 浄水施設の各池や水路のタラップ等、転落の危険性のある箇所には安全帯を設置

するための丸環等を設けること。

キ 土木構造物は、原則として鉄筋コンクリート造とし、上屋を設けること。

ク 基礎型式は、上部構造の特徴や機能、周辺の地形及び地質条件を基に、地盤作用

を適切に反映した最適な工法・構造とすること。

ケ 整備対象施設は、腐食ガス（塩素）や湿気対策を実施すること。

コ 清掃作業が行いやすいよう、屋上等は勾配を取り、洗浄用水栓を設けること。

サ 地下構造物は、地下水を施設内（地下部）へ流入させないよう浸入対策を施すこ

と。

シ 必要に応じ、浸水対策等のため床排水ポンプを設けること。

ス 速やかに底部までの水の入れ替えを行えるよう、原則として池には排水機能を持

たせること。

セ 原水渠、浄水渠、浄水池、洗浄排水池等、腐食ガス（塩素）等の発生が想定され
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るコンクリート構造物（雨水排水用の桝等は除く。）の池内面は、原則として防

水・防食対策を行うこと。なお、補修塗装等の維持管理のため長期間の停止が困難

と想定される池等は、コンクリートかぶり厚を十分に確保するなどの対策を行うこ

とも可とする。防水・防食材は、躯体コンクリートのひび割れへの追従性（自閉性

または伸縮性を言う。）に優れ、耐久性の高いものを使用するものとし、JWWA K 
143 等の防水・防食に関する最新の基準を満たしていること。地上式ではポリエチ

レン系樹脂塗装または同等以上、地下式にあっては防食モルタル工法または同等以

上のものを採用すること。

ソ 使用する水道用資機材の規格は、JWWA 規格を採用すること。JWWA 規格に規定

されていない場合は、JIS 規格とすること。なお、これらの規格に規定されていな

い場合は、設計業務時に局と協議し承諾を受けること。

タ 浄水又は浄水処理過程における水に接する機器及び材料（ポンプ、消火栓等の水

と接触する面積が著しく小さいものを除く。）は、水道施設の技術的基準を定める

省令（平成 12 年厚生省令第 15 号）の規定に適合する機器又は材料であることを証

明する規格証明書その他の資料を局に提出すること。

評価・試験方法は、原則として次のとおりとする。ただし、各機器及び材料の仕

様を定める規格で、評価・試験方法を別に定める場合はこの限りではない。

・JWWA Z108「水道用資機材 － 浸出試験方法」

・JWWA Z110「水道用資機材 － 浸出液の分析方法」

チ 施設配置を踏まえ場内給水配管のルートを設計すること。取り出しについては、

送水管又は浄水池として、給水量が集計できるようにすること。また、クロスコネ

クションとならないようにすること。

ツ 躯体貫通部は、原則として露出部はステンレス配管、埋設部はダクタイル鋳鉄管

とすること。

テ 騒音及び振動が発生する機器は、原則として屋内設置とすること。

ト 過大な施設とならないよう省資源化を図り、ライフサイクルコストの低減に資す

る設計をすること。

ナ エネルギー効率の高い機器を用いるなど省エネルギーとなるよう設計すること。

ニ 温室効果ガスの排出抑制ができる設計とすること。

ヌ 見学者や維持管理者の熱中症対策を可能な限り講じること。

ネ 周辺への騒音、振動及び交通等、生活環境への影響が最低限となる設計とするこ

と。

② 導水施設設計

ア 導水ポンプ設備

a 既存ポンプ井から新設着水井へ導水すること。

b 既存取水ポンプ設備の設置箇所での更新であるため、更新方法は、別紙 5 の

手順で行うこと。

c 大容量機（33.3 ㎥/分）を常用 1 台、予備 1 台の計 2 台、小容量機（16.7 ㎥/
分）を常用 1 台、予備 1 台の計 2 台の組み合わせ（合計 4 台）とすること。な

お大容量機は、原則としてインバータ制御とする。
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（既存仕様）

名称 台数 仕様

甲系統 1 号 1 台 立軸斜流 23.0 ㎥/分×10m× 55kw
甲系統 2,3 号 2 台 立軸斜流 15.5 ㎥/分×10m× 45kw
甲系統 4 号 1 台 立軸斜流 31.0 ㎥/分×10m× 70kw

d ポンプ基礎を必要に応じ改造・補強すること。

e ポンプの全揚程は、実揚程と管路摩擦損失水頭（吸込管路損失水頭＋吐出し

管路損失水頭）から定めるものとし、1m～3m 程度の余裕を計上して整数とす

ること。

f 管路の損失水頭は、ヘーゼン・ウイリアムズ公式で求めるものとする。なお、

流速係数は、C＝110 を使用し、管の流速は、原則として 0.5～1.5m/s 程度とす

ること。

g ポンプ形式は、計画取水量、動水圧、管路特性等の計画条件に適したもので、

効率的な運転ができるものとすること。

h ウォーターハンマに対して、十分な検討を行うこと。防止方法は、ポンプの

仕様、管路の状況及び維持管理の利便性が向上できる最も適切な方法を採用す

ること。

i ポンプ運転中の無送水（空運転）を検知するためにポンプ吐出側に接点付逆

止弁等を設けること。又、メーターリレーを併用すること。

j キャビテーションに対して十分な対策を行うこと。

k ポンプ廻り配管で使用する管種については、原則として SUS304-TP とするこ

と。ポンプ廻り配管は、フランジ接合を標準とし、水密性を要する配管貫通部

は SUS304-TP（パドル付き）とすること。

l ポンプや電動弁等の取外しなどのため、必要に応じてポンプ付近に手動弁及

びたわみ継手又は伸縮継手を設けること。

イ 導水管

a 既存ポンプ井から新設着水井へ導水する管路を布設すること。

b 既存取水管からの分岐であるため、更新方法は、別紙 5 の手順で行うこと。

c 導水管の管種、口径及び施工方法は事業者提案とするが、継手の性能は、耐

震性能を有するものとし、地盤条件を反映した耐震計算を行い、必要な許容変

位及び許容角を満足できるものとすること。

③ 浄水施設設計

ア 着水井

a 着水井は、河頭取水口、石井手取水場及び小野取水場からの原水を受けるこ

と。

b 着水井は、洗浄排水池からの返送水を受けること。

c 構造は鉄筋コンクリート造とすること。

d 着水井の水位が、高水位以上とならないよう、越流管や越流堰を設けること。

なお越流先は、原則として雨水路から河川放流とする。
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e 排水設備を設けること。なお排水先は、原則として雨水路からの河川放流と

する。

f 有効容量は、計画浄水量に対する滞留時間を 1.5 分以上とし、水深は、3～5m
程度とすること。

g 池数は事業者提案とするが予備系列等を確保すること。

h 藻類繁茂対策として前々次亜が注入できること。

i 石井手取水場、小野取水場からの導水は別紙 3 に示すように着水井内で整流

壁にて囲い、河頭取水ロからの導水とは別にサンプリングが可能な構造とする

こと。

j 池面をすべて覆うことができる上屋を設置すること。なお、上屋内は維持管

理が可能なスペースを確保し、排水や清掃のしやすい構造とすること。

イ 活性炭接触池

a 構造は鉄筋コンクリート造とすること。

b 有効容量は、計画浄水量に対する滞留時間を 20 分以上とすること。

c 池数は事業者提案とするが予備系列等を確保すること。

d 撹拌方法は事業者提案とするが、原水の水質変動や流量変動へ柔軟に対応し

確実な接触ができること。

e 池内に設備を設置する場合は耐震性のあるものとすること。

f 排水や清掃のしやすい維持管理が容易な構造とすること。なお排水先は、原

則として新設排水ピットとする。

g 池面をすべて覆うことができる上屋を設置すること。なお、上屋内は維持管

理が可能なスペースを確保し、排水や清掃のしやすい構造とすること。

ウ 薬品混和池

a 構造は鉄筋コンクリート造とすること。

b 有効容量は、計画浄水量に対する滞留時間を 1～5 分程度確保すること。

c 池数は事業者提案とするが予備系列等を確保すること。

d 混和方法は事業者提案とするが、原水の水質変動や流量変動へ柔軟に対応し

確実な混和ができること。なお、提案内容に伴う注入点の位置変更は認める。

e 池内に設備を設置する場合は耐震性のあるものとすること。

f 排水や清掃のしやすい維持管理が容易な構造とすること。なお排水先は、原

則として新設排水ピットとする。

g 前次亜、凝集剤、pH 調整剤等を注入できること。

h 池面をすべて覆うことができる上屋を設置すること。なお、上屋内は維持管

理が可能なスペースを確保し、排水や清掃のしやすい構造とすること。

エ フロック形成池

a 構造は鉄筋コンクリート造とすること。

b 有効容量は、計画浄水量に対する滞留時間を 20～40 分程度確保すること。

c 池数は事業者提案とするが予備系列等を確保すること。

d 攪拌方法は事業者提案とするが、原水の水質変動や流量変動へ柔軟に対応し

確実な撹拌ができること。

e 池内に設備を設置する場合は耐震性のあるものとすること。
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f 越流設備等を設け、スラッジやスカムが容易に除去できること。なお越流先

は、原則として新設排水ピットとする。

g 池面をすべて覆うことができる上屋を設置すること。なお、上屋内は維持管

理が可能なスペースを確保し、排水や清掃のしやすい構造とすること。

オ 沈でん池

a 構造は鉄筋コンクリート造とすること。

b 有効容量は、計画浄水量に対する滞留時間を 1 時間以上確保すること。

c 池数は事業者提案とするが予備系列等を確保すること。

d 沈でん処理及び排泥の方法は事業者提案とするが、ろ過池における処理が適

正に行われるよう、確実な沈でん処理ができること。また、管廊を設置し、排

泥管や排泥弁の維持管理が容易な配置とすること。

e 池内に設備を設置する場合は耐震性のあるものとすること。

f 沈でん汚泥の排泥先は、新設排泥池とする。

g 池面をすべて覆うことができる上屋を設置すること。なお、上屋内は維持管

理が可能なスペースを確保し、排水や清掃のしやすい構造とすること。

カ 急速ろ過池

a 構造は鉄筋コンクリート造とすること。

b 多層式ろ過とし、ろ過速度は 240m/日以下とすること。

c 池数は事業者提案とするが、ろ過池更生作業等を踏まえ 1 池洗浄、1 池予備

とした残りの池で計画浄水量を満足すること。

d 水道におけるクリプトスポリジウム等対策指針に準拠すること。

e 原水渠等を設置し、各池に均等配分できること。

f 原水渠に越流設備及び排水設備を設け、排水は新設排水ピットに送ること。

g 管廊を設置し、ろ過設備等の維持管理が容易な配置とすること。

h 1 池ごとにろ過流量及びろ過濁度等が測定可能なこと。

i ろ材、ろ過制御方法及び洗浄方法は事業者提案とする。必要に応じ、洗浄水

槽、洗浄ポンプ設備及び逆洗ポンプ設備等を設けること。

j 下部集水装置は事業者提案とする。

k 洗浄水槽を選定する場合、その流入管は河頭配水池への送水管から分岐して

もよいが、配水本管からの取り出しは不可とする。

l 池面をすべて覆うことができる上屋を設置すること。なお、上屋内は維持管

理が可能なスペースを確保し、排水や清掃のしやすい構造とすること。

キ 浄水池

a 構造は鉄筋コンクリート造とし、密閉構造とすること。

b 有効容量は、計画浄水量に対する滞留時間を 1 時間以上確保すること。

c 池数は事業者提案とするが予備系列は必要としない。

d 浄水が滞留しない構造とすること。

e 排水設備、越流設備を設けること。なお排水や越流先は、原則として新設排

水ピットとするが、クロスコネクションとならないようにすること。

f 排水や清掃がスムーズに行えるようにピットを設け、勾配を取ること。

g 換気口は屋外へ設け、雨水や異物等の混入がないようすること。
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h 1 池清掃、補修時においても計画水量（69,400m³/日）を河頭配水池又は石井

手配水池へ全量送水できること。

ク 洗浄排水池

a 構造は鉄筋コンクリート造とし、密閉構造とすること。

b 容量は 1 回のろ過池洗浄排水を貯留でき、サンプリング水（試薬注入前）の

逃がし排水の受け入れも可能とすること。

c 池数は事業者提案とする。

d 洗浄排水は新設着水井へ返送するが、クリプト対策のため河頭排水処理場又

は新設排水ピットへも送水できること。

e 越流設備を設けること。越流先は、原則として新設排水ピットとする。

ケ 排泥池

a 構造は鉄筋コンクリート造とし、密閉構造とすること。

b 容量は、事業者提案とする。

c 池数は事業者提案とする。

d 汚泥は河頭排水処理場へ送泥すること。

コ 排水ピット

a 構造は鉄筋コンクリート造とすること。

b 清掃等に伴う各池のドレン排水や管廊内の床排水、オーバーフローの受け入

れを行うこと。ただし着水井のオーバーフローは除く。

c 容量は、一般的なポンプ井の能力程度とし、滞留時間としてポンプの能力の

30 分以上を確保すること。

d 排水ピットからの排水は全て河頭排水処理場へ送水すること。

サ 返送ポンプ

a 最大取水量の 5～15％程度の能力とし、原水への負荷を極力均一にすること。

b 常用 1 台、予備 1 台とし、予備機まで含めた同時運転が可能であること。

c 通常は着水井へ返送するが、クリプト対策のため河頭排水処理場又は新設排

水ピットへも送水可能であること。

シ 排泥ポンプ

a 河頭排水処理場へ送泥すること。

b 1 台のポンプで、次回の排泥のタイミングまでに送泥を終える能力とするこ

と。

c 常用 1 台、予備 1 台とし、予備機まで含めた同時運転が可能であること。

ス 排水ポンプ

a 排水ピットヘ設置し、場内の排水を河頭排水処理場へ送ること。

b 清掃等に伴う各池のドレン排水をすみやかに送水できる能力とすること。

（既存仕様）

名称 仕様

1 号 水中サンドポンプ φ150×3.3 ㎥/分×4m× 11kw
2 号 水中サンドポンプ φ150×3.3 ㎥/分×4m× 11kw
3 号 水中サンドポンプ φ100×2.0 ㎥/分×4m× 5.5kw
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c 常用 1 台、予備 1 台とし、予備機まで含めた同時運転が可能であること。

セ サンプリングポンプ

a 各池から水質分析計室の各計器へ送水できること。サンプリング点は別紙 3
のとおりであるが、水処理方法の提案内容に伴う変更は認める。

b 常用 1 台、予備 1 台とすること。

c 計器までの到達時間の短縮及びサンプリング管内の閉塞防止のため、管内流

速は 1.0m/秒以上とすること。また、洗管が容易に行える配管とすること。

d 水質分析計室に採水用集中流し台を設置し、送水できること。また、集中流

し台から新設洗浄排水池へ逃がし排水を行い、管内流速を確保すること。

e 逃がし排水の行き先は洗浄排水池から着水井へ返送すること。ただし試薬等

注入後のサンプリング排水は公共下水道へ排水すること。なお、既存管理本館

に送水されるサンプリング水の逃がし排水は、令和 8 年度に局が予定している

既存管理本館等の工事において布設する。

f 既存管理本館へのサンプリングは、「第２章 ５．（２）既存施設との接続位

置」及び別紙 4 を参照すること。

④ 薬品注入設備設計

ア 共通事項

a 使用する薬品は既存浄水場と同じものとする。

b 既存浄水場で使用している主な薬品の濃度を以下に示す。その濃度に基づい

て、設計を行うこと。また、各薬品の詳細は資料閲覧（DVD 等による配付）に

て提示する。

（既存仕様）

名称 濃度 比重

PAC 10.0～11.0％ 1.19 以上（20℃）

次亜 12.0％以上 1.16 以下（20℃）

苛性 24.0～26.0％ 1.26 以上（20℃）

c 各薬品の注入点は別紙 3 のとおりとするが、浄水処理方法の提案内容に伴う

変更は認める。

d 各薬品の注入率は資料閲覧（DVD 等による配付）にて提示する既存浄水場の

運転データや別紙 2 に示す原水水質の状況等から提案すること。

e 処理水量に応じて最大注入量から最小注入量まで常時安定して精度良く注入

できることとし、注入量を計測・監視・記録できること。予備機を設けること。

f 注入配管は壁や床等の貫通部を少なくし、注入機から注入点までの距離を極

力短くするなど、閉塞や目詰まりが生じにくく維持管理が容易となるようにす

ること。

g 薬品注入設備の設置に当たっては、換気性・耐火性・耐震性の高い屋内とす

ること。異なる薬品が混触しないようにすること。

h 注入配管は、原則として 2 条化すること。注入配管の材質は、原則として以

下の仕様とすること。ただし浄水方法の事業者提案による変更は妨げない。ま

た機器周りの配管材質は事業者提案とする。
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・次亜、PAC、苛性：ブレードホース（保護管を HIVP とする）

・活性炭：HIVP
・炭酸ガス：事業者提案による

i 防液堤、漏液検知及び排液設備等を設置し、薬品との接触が想定される箇所

は耐薬品塗装を施すこと。各注入室には清掃用水栓及び洗眼用水栓を設けるこ

と。

j 薬品受入に際し、タンクローリー等により容易に受け入れできること。薬品

によって受入口の色彩を変えるなど、混触等の防止対策を行うこと。

k 試運転に使用する薬品は事業者にて準備すること。また貯槽内の薬品の引き

渡し時の対応について、時間経過等により劣化している場合は、薬品の処分費

は事業者負担とする。

イ 凝集用薬品注入設備

a 使用する凝集剤はポリ塩化アルミニウム（高塩基度仕様）とすること。

b 貯蔵槽は屋内設置とし、完全密閉型 PE 製又は同等品以上を 2 基以上設置する

こと。容量は 30 日分以上とし、タンクローリーによる受入ができること。

c 注入設備は、原則として原液直接注入方式とするが、浄水処理方法の事業者

提案に伴う変更は認める。

ウ アルカリ剤注入設備

a 使用するアルカリ剤は水酸化ナトリウムとすること。

b 貯蔵槽は屋内設置とし、完全密閉型 PE 製又は同等品以上を 2 基以上設置する

こと。容量は 30 日分以上とし、タンクローリーによる受入ができること。

c 注入設備は、原則として原液直接注入方式とするが、浄水処理方法の事業者

提案に伴う変更は認める。

エ 酸剤注入設備

a 使用する酸剤は炭酸ガスとすること。

b 貯蔵槽は屋外設置とし、圧力槽 2 基以上とすること。容量は 10 日分以上と

し、タンクローリーによる受入ができること。

c 直射日光除けの上屋を設けること。

d 注入設備は、気化注入方式とする。

オ 活性炭注入設備

a 使用する活性炭は粉末活性炭（ドライ炭）とすること。

b 貯蔵槽は屋内設置とし、完全密閉型 SUS 製又は同等品以上を 2 基以上設置す

ること。容量は 10 日分以上とし、ジェットパック車による受入ができること。

c 注入設備は事業者提案とするが、目詰まりや閉塞が生じにくいシステム、レ

イアウト及び機材とすること。

d 粉じん対応仕様機器とするなど、薬注室内の粉じん対策を講じること。

e 貯蔵槽、溶解槽の残量監視やブリッジ防止対策により、円滑な自動運転が可

能なシステムを構築し、無注入検知を確実に行えること。また、溶解槽は 2 基

以上設置すること。

f 注入機と注入点の距離を可能な限り短くすること。

g 注入点での注入状況が目視で確認できること。
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カ 消毒設備

a 使用する消毒剤は次亜塩素酸ナトリウムとすること。

b 貯蔵槽は屋内設置とし、完全密閉型 PE 製又は同等品以上を 2 基以上設置する

こと。容量は 10 日分以上とし、タンクローリーによる受入ができること。

c 薬品の保管に当たり、温度管理が適正に行える空調設備を設置すること。

d 注入設備は、原則として原液直接注入方式とするが、浄水処理方法の事業者

提案に伴う変更は認める。

⑤ 送水施設設計

ア 送水ポンプ

a 原則として石井手配水池、河頭配水池それぞれに計画水量（69,400m³/日）全

量を送水できること。ポンプ構成は石井手配水池向け(16.7 ㎥/分）を常用 2 台、

予備 1 台の計 3 台、河頭配水池向け(16.7 ㎥/分）を常用 2 台、予備 1 台の計 3 台

の合計 6 台とする。

b 制御方法は、原則として台数制御とすること。

c 吸込配管は、原則として押込方式とすること。

d 河頭配水池向け送水管は石井手配水池向け送水管と連絡管を設け、河頭配水

池向け送水ポンプから石井手配水池へも送水可能とすること。

e ウォーターハンマに対して、十分な検討を行うこと。防止方法は、ポンプの

仕様、管路の状況及び維持管理の利便性が向上できる最も適切な方法を採用す

ること。

f ポンプ運転中の無送水（空運転）を検知するためにポンプ吐出側に接点付逆

止弁等を設けること。又、メーターリレーを併用すること。

g キャビテーションに対して十分な対策を行うこと。

h ポンプ廻り配管で使用する管種については、原則として SUS304-TP とするこ

と。ポンプ廻り配管は、フランジ接合を標準とし、水密性を要する配管貫通部

は SUS304-TP（パドル付き）とすること。

i ポンプや電動弁等の取外しなどのため、必要に応じてポンプ付近に手動弁及

びたわみ継手又は伸縮継手を設けること。

イ 送水管

a 新設浄水池から石井手配水池と河頭配水池向けの送水管を布設すること。

b 既存送水管への接続箇所は、原則として別紙 4 に示すとおりとする。

c 送水管の管種、口径及び施工方法は事業者提案とするが、継手の性能は、耐

震性能を有するものとし、地盤条件を反映した耐震計算を行い、必要な許容変

位及び許容角を満足できるものとすること。

⑥ 付帯施設・場内整備設計

ア 場内配管

a 管種及び口径は、水理計算及び管厚計算等から適切なものを選定すること。

b 耐震性を有する管材、継手を使用すること。

c 躯体との取り合い位置に可とう管を設置すること。可とう管は強靭で適切な

偏心量をもつものとすること。

d マンホールや弁室などの蓋表面には、原則として鋳造時に名称を入れるなど、
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耐久性がある明示をすること。

e 躯体貫通部は止水対策を講じること。

f 洗管作業等のため、適切な位置に排泥管を設置すること。

イ 連絡用通路兼管廊

a 既存浄水場と更新用地（整備対象施設）を繋ぐ、連絡用通路兼管廊を設ける

こと。なお、既存浄水場側入口は想定浸水深（T.P.=+21.54m）以上とすること。

b 連絡用通路兼管廊は既存浄水場と更新用地（整備対象施設）間の山間部をト

ンネルで接続し、場外（フェンス外）に出ることなくスムーズに移動できるこ

と。トンネルの形状、大きさ及び施工方法等は事業者提案とするが、導水管は

同じトンネルに必ずしも入れる必要はない。導水管以外の排泥管、サンプリン

グ管及びケーブル類等は連絡用通路兼管廊内に布設し、点検や更新が容易にで

きるように作業員等が通行する通路は、幅 0.8m 以上、高さ 2.0m 以上確保する

こと。

c 昆虫類や小動物等の侵入防止対策を講じること。

d 必要に応じて照明や換気、排水設備等を設けること。

ウ 外構施設

a 整備対象施設への入場者管理が可能な設備を設置し、正門、通用門を設置す

ること。配置は、危機管理や維持管理時の二重動線を確保すること。また、正

門付近には警備員詰所を設置可能なスペースを確保すること。

b 正門は以下に示すような大型車両の通行可能な幅を確保した電動式の高さ

1.8m 以上の引戸式門扉とし、電子錠等を用いて施錠、解錠、開閉及び停止操作

を現地、既存管理室及びサーバー室で可能なものとすること。既存管理室及び

サーバー室から正門の開閉等を安全に操作できるように監視カメラ等を設置す

ること。また、インターホンを設置し、来訪者を既存管理室で確認できるよう

にすること。

c 通用門は普通乗用車の通行可能な幅を確保した引戸式門扉とし、施錠・解錠

は、現地にて手動で可能なものとすること。高さは 1.8m 以上とすること。

d 看板（銘板）を正門、通用門及び機械電気棟玄関に設置すること。名称は設

計業務時に局と協議し承諾を受けること。

e 更新用地（整備対象施設）の周囲（正門及び通用門除く）は全てフェンスで

囲うこと。フェンスは敷地外からの人畜等の進入が容易にできない構造とし、

高さは 1.8m 以上、腐食に強く耐久性があるものを採用すること。また、フェン

ス上に忍び返し（0.3m 以上）を設置すること。

f 周囲の景観向上のため、幹線道路に接する正門付近の緑化に努めること。

g 場内道路は、大型バス、タンクローリー車、給水車等が、場内に入場後バッ

クや切り返しをせずに前進のみで退場できるものとすること。なお、薬品受入

など長時間の駐車が見込まれる場所は、専用の駐車場所を確保し、他の車の通

行を妨げない設計とすること。

h 車道は舗装を行うこと。場内のマンホール耐荷重、車道幅員、道路線形及び

舗装構成等については、工事車両などの大型車両が通行できる構造とすること。

場内の道路計画に当たっては、管理作業、搬入作業に支障がないように計画す
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ること。想定される車両一覧を表 3-1 に示す。また、必要な雨水排水設備（原

則として蓋等を設置し開渠としないこと。）を設けること。なお、降灰対策と

して、原則として 5m につき 1 箇所程度はグレーチングを設ける等、清掃作業

が行いやすい構造とすること。

表 3-1 車両一覧

用途 車両規格 頻度

薬品納入

PAC

タンクローリー（10kL）

3～5 回/月

次亜 2 回/月

苛性 1 回/3 月

炭酸ガス 1 回/3 月

活性炭 ジェットパック車（10t） 1 回/2 月

点検工事等受託者作業
普通自動車 随時

機器搬入クレーン車（最大 75t） 1～5 回/年

施設見学 大型バス 随時

ろ過池等清掃 強力吸引車（10t） 1～2 か月/年

応急給水 給水車（4 ㎥） 災害等非常時

i 場内の構造物、建物、車道部及び緑化部等以外の未利用地についても舗装す

ること。

j 別紙 6 に示す道路は局の管理用道路であり、周辺住民の生活道路となってい

ることから、道路は残す必要がある。事業用地に雨水等の侵入がないように側

溝整備、道路舗装等の対策や人、車などが安全に通行できるように安全対策を

講じること。また、擁壁工事などに伴う管理用道路の線形変更等が必要な場合

は、通行に支障がない範囲で認めるが、設計業務時に局と協議し承諾を受ける

こと。

k 以下に示す台数以上の平面駐車場及び屋根付き駐輪場を設けること。なお、

敷地内への大型車両（大型バス、タンクローリー車、給水車等）の動線と駐車

場及び駐輪場が干渉しないように配置すること。

・普通乗用車 8 台以上

・身障者用 2 台以上

・大型バス 1 台以上

・二輪車 5 台以上

l 監視カメラ及び赤外線センサー等を設置し、敷地内への侵入者等を確実に検

知できるようにすること。また、録画機能を有し、7 日間以上録画データを保

存できること。なお、監視カメラ等の設置台数、場所及び仕様は事業者提案と

するが、監視カメラについては、死角がないように配置を計画し、必要に応じ

てズーム及び首振り機能等を有すること。

m 屋外照明設備は LED 等の省エネルギーとなるものとすること。点灯方式は、

既存管理室及びサーバー室からの遠隔操作、タイマー制御及び自動点灯（暗く

なると点灯、明るくなると消灯）の機能を兼ね備えたものとすること。また、
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器具設置位置については、配光曲線を算定し適切な配置計画とすること。

n 雨水路は、場内の雨水が速やかに排水できる配置とし、適切な排水路に接続

すること。法令上、雨水排水抑制施設の設置は不要である見込みであるが、事

業者提案は妨げない。

o 建物内の汚水及び雑排水（水質測定用などの薬品等を含む排水を含む）は、

公共下水道へ接続すること。接続位置及び接続方法等については、公共下水道

区域外接続となることや、鹿児島市の他部局所管の排水施設（汚水圧送管）へ

の接続となることから、設計業務時に局と協議すること。

p 公共下水道へ排水する汚水等の排除汚水量は計測できるようにすること。

q 場内に給水車の車両後方及び上部からの給水が可能な応急給水装置等を備え

た応急給水施設を設置すること。応急給水施設は、給水車（タンク容量 4,000L）
2 台がスムーズに給水できるスペースを確保し、冬季の凍結対策を施すこと。

r 各施設の維持管理が容易となるように階段（滑り止め付き）、手摺及びスロ

ープ等を必要に応じて設けること。

s 場内散水栓及び消防用ホース（φ40 以上）が接続可能な給水栓を各施設及び

適所に設けること。

⑦ 建築施設設計

構造、仕様等は事業者提案によるものとするが、以下に示すものについては記載事項

に従って設計すること。

ア 共通事項

a 建築物は、原則として鉄筋コンクリート造とすること。

b 建築物等の外壁（巾木含む）仕上げは、原則としてコンクリート打放し（打

放し合板型枠 A 種）に、フッ素樹脂クリヤー塗装同等以上とすること。

c 立面は、原則として単純な形とし、内部機能と関係なく、造形のみを追求す

ることは避けること。

d 建築物・工作物のデザインや形態を工夫し、周囲に与える圧迫感等の軽減を

図ること。

e 階段を鉄骨造とする場合は、原則として溶融亜鉛メッキ仕上げとすること。

ただし、浄水施設に亜鉛メッキが溶出する懸念がある場所には設置しない又は

鉄筋コンクリート造の階段とすること。

f 鉄部（鉄骨階段を除く）、鋼製建具（アルミ製・ステンレス製を除く）の塗

装は、耐候性塗料（DP）同等以上とすること。

g 建築物には可能な限り、断熱を行うこと。

h 建築物の出入り口には、原則として庇を設けること。

i 窓ガラス等は、防犯性が高く省エネルギーとなるものを使用すること。

j 窓には、原則として網戸を設置すること。

k 居室及び採光を調整する必要がある室にはブラインド及びブラインドボック

スを設けること。

l 階段に関する寸法は、原則として以下の寸法を満足すること。ただし、使用

者、使用頻度が限られる階段で局が認めたものについては建築基準法に定める

寸法を満たせばよいものとする。
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（寸法）

部 位 寸 法

蹴 上 180mm 以下

踏 面 260mm 以上

階段幅（踊り場） 1,400mm 以上

m 廊下幅は、原則として、2,100mm 以上とすること。

n 酸剤注入設備の上屋を除き、屋上へ通ずる階段を設置すること。ただし、昇

降距離が 5.0ｍ以下で設備機器を設置しない又は局が将来的に設備機器等の設置

を予定しないと認める屋上については、昇降に支障がない構造（安全かごを有

したステンレス製の梯子の設置等）であれば、可とする。なお、関係者以外の

者が屋上へ侵入しないように侵入防止対策を講じること。

o 落下事故等が発生しないよう、屋上や池等には手摺等を設けるなど安全対策

を施すこと。ただし、階段以外で昇降する屋上については、屋上での作業の安

全対策（安全帯を設置するための丸環等を適切に設置等）がなされていれば、

可とする。

p 維持管理者が効率的に点検等を行える動線計画とすること。

q 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律に準拠すること。

r 塩素ガスが充満する恐れがある浄水施設等には、換気装置を設けること。な

お、防虫網等を設置し、開口の形状を工夫するなど内部の汚染防止をはかるこ

と。

s 設備機器等の搬出入に必要な開口部及び水平移動が可能なクレーン（レール

は、原則としてステンレス製とする。）を設置すること。また、機器等の搬出

入時は、移動区間を全てクレーン作業で行えること。ただし、全区間を同一の

クレーンで移動する必要はない（トラッククレーンの併用も可）。また、水平

移動で、その動線上に起伏・傾斜・溝・段差及び障害物等がない、設置設備

（治具等）が整っている、並びに容易に搬出入が可能と局が認めた機器等（サ

ンプリングポンプ等）については、横引き等の搬出入方法の採用も可とする。

なお、クレーンは、床上操作式クレーン運転技能講習修了者による操作が可能

なものとすること。

t 軒樋など雨水排水設備は、落ち葉等による詰まりが生じにくく、清掃が容易

にできる構造とすること。

u 整備対象施設の扉等には、原則として鍵を設置すること。鍵はセキュリティ

や維持管理性の向上に寄与するものとし、マスターキー機能を有するものとす

ること。また、将来的に既存浄水場にも拡充可能（改修により設置可能で一元

管理可能なもの）なものとすること。

v 建築物の使用期間中に、躯体や構造に大規模な改修をすることなく、配管等

の更新が行えるようにすること。

w 設備等による騒音、振動により維持管理等に支障がないように防音防振対策

を行うこと。

x 建築物や室等には名称板を設置すること。材質は、原則としてステンレス製
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同等以上とし、名称は設計業務時に局と協議の上承諾を受けること。

y 延べ床面積が 300 ㎥以上のもので居室を有する建築物については、設計一次

エネルギー消費量を基準一次エネルギー消費量で除した値（BEI）を再生可能

エネルギーを除き、0.50 以下（ZEB Ready 相当）とすること。

イ 浄水施設の上屋

a 見学時や清掃時等の通風・採光のため、地下部分を除き窓を設置すること。

ただし、遮光性のあるアルミパネル等を使用すること。

b 窓はオペレーター等を使用せず、手動で開閉できること。

c ろ材更生作業等の機器設置、作業スペース等を確保すること。

ウ 機械電気棟

a 表 3-2 に示す室を設けること。また、各室の面積、各室の仕様及び必要な設

備について、使用目的や機能に応じて最適な計画とすること。

b 表 3-2 に示す各室は機能、維持管理及び見学者対応等において支障がなけれ

ば、同一棟内に配置しなくてもよい。

c 電気室、サーバー室は、原則として 2 階以上で計画すること。

d 各薬注室は注入点付近が望ましい。

e 薬注室を浄水施設上部に設ける場合は、薬品が浄水施設に混入しない構造と

すること。

f 階数 3 以上の場合は、エレベーター（車いす対応）を設置すること。

g 維持管理や更新時の機材設置、作業スペースを確保すること。

h 送水ポンプ室は、浄水池と一体構造で地下室にするなど、原則として押込方

式とすること。

i 屋内配線及び配管は、ピット、フリーアクセスフロア等により維持管理に支

障のないよう収納すること。

j 活性炭注入設備の建屋の構造については、独立した建物で、躯体を溶融亜鉛

めっきで施し、内装をグラスウール吸音材とする又はそれらと同等以上の仕様

とした場合は、鉄骨造でも可とする。

表 3-2 必要諸室一覧

分

類
部屋名等

面積

（㎡）
要求事項

電

気

電気室 動力、計装 200 ・将来更新スペースを確保すること。（大・

小会議室を将来更新スペースとして計画す

ることも可）

・フリーアクセスフロアとすること。

サーバー室
監視制御、計装、

操作卓
80

水質分析計室 計装 80

・床は防水仕様とし、排水が容易であるこ

と。

・配管等の維持管理や更新が容易となるよう

ピットを設けること。

・段差を設けないこと。

生物水槽室 検水、計装 20
・床は防水仕様とし、排水が容易であるこ

と。

倉庫 30 ・資機材を収納する棚を設置すること。
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機

械

薬注室１ 次亜 150
薬注室 2 PAC、苛性 150
薬注室 3 活性炭 80
倉庫 30 ・資機材を収納する棚を設置すること。

油脂倉庫 5 ・防油堤を設置すること。

管

理

大会議室
150 以上

確保

・無柱空間とすること。

・面積 150 ㎡以上確保すること。

・見学者 130 人に対応できる面積を確保する

こと。

・フリーアクセスフロアとすること。

・パーテーション等で分割して利用できるよ

うにすること。

小会議室 30 ・フリーアクセスフロアとすること。

書庫 30 ・可動棚を設置すること。

倉庫 10 ・資機材を収納する棚を設置すること。

作業員事務所 30
・主に維持管理業者が使用する。

・フリーアクセスフロアとすること。

休憩室
男性用 15

・主に維持管理業者が使用する。

・シャワー室は脱衣スペース付きとするこ

と。

女性用 15

更衣室
男性用 15
女性用 15

シャワー室
男性用 5
女性用 5

給湯室 5
洗濯室 5

トイレ

男性用 15

・小便器 5以上、大便器 3以上とすること。

・小便器は低学年の児童が使用できること。

・大便器は洋式便器とすること。

・便座は温水洗浄便座とすること。

女性用 15
・大便器 5以上とすること。

・大便器は洋式便器とすること。

・便座は温水洗浄便座とすること。

多目的トイレ 10
・大便器は洋式便器とすること。

・便座は温水洗浄便座とすること。

他 送水ポンプ室 210 ・ポンプの排水用に排水溝を設置すること。

※大会議室以外の面積は目安とし、機能や維持管理上支障なければ増減可とする。

エ 発電機棟

a 浄水施設とは別棟とすること。

b 発電機棟の配置、排気口の位置等については、生活環境への影響が最低限と

なる設計とすること。

c 発電機棟周辺に非常用自家発電設備の将来更新時の仮設スペース等を確保す

ること。

オ 酸剤注入設備の上屋
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a 酸剤注入設備の日除けと維持管理時の雨よけのための上屋を設けること。

b 壁は、通気性を確保し密閉しないこと。

c 鉄骨造も可とする。

カ 建築付帯設備

a 建築物の用途に応じて、照明、通信、換気扇及び給湯設備など必要な建築設

備を設けること。

b 電気室、サーバー室、水質分析計室、薬注室 1（次亜）、会議室、書庫、作業

員事務所、休憩室及び更衣室などには、空調設備を設けること。

c 場内給水は、原則として送水管から取り出すこと。給水メーターを設け、プ

ラント用と建築付帯用がそれぞれ計量できること。

d 大会議室及びサーバー室に WAN 使用環境を整備することとし、引込方法等

については設計業務時に局と協議し承諾を受けること。

e 放送設備、電話設備及び自動火災報知設備を設けること。ただし、既存浄水

場からの呼出が可能な放送設備、既存設備との内線通話が可能な電話設備とす

ること。

f スイッチ等は、場内動線を基に回路構成し配置すること。

g コンセントは、用途に適した形式・容量を確保し、適切な位置に配置するこ

と。

h 整備対象施設全体の避雷対策を行うこと。

i 将来の更新時や維持管理が容易となる配置計画とすること。

j 給気口等は降灰対策及び昆虫等の侵入対策をすること。

k 照明に LED を採用するなど、省エネルギー対策をすること。

⑧ 電気・計装設備設計

設置場所、形式、仕様等は事業者提案によるものとするが、以下に示すものについて

は記載事項に従って設計すること。

ア 受変電設備

a 受電は高圧 1 回線受電とし、受電点は電力会社と協議の上、決定すること。

なお、電力の契約は局が行う。

b 受変電設備は新設電気室に設置する。

c 使用電圧は、原則として高圧 6kV、低圧 400V、200V、100V とする。

d 配電系統ごとに電圧計、電流計、力率計及び電力量計等を設けること。

e 機器は、オイルレス化すること。

f 変圧器は必要容量を踏まえて提案すること。

g 高効率モールド型変圧器（トップランナー方式）及び自動力率調整器（低圧

コンデンサにより目標力率 95％以上）を設けること。

h 保守点検に伴う停電復電時などに浄水処理へ影響が少ない回路構成とするこ

と。

イ 非常用自家発電設備

a 計画水量（69,400m³/日）を確保し、施設の維持管理に支障のない設備容量と

すること。

b 自家発電設備は、新設発電機棟に設置すること。
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c 原動機の形式は、原則としてディーゼルとするが、事業者提案も可能とする。

d 燃料は調達の容易なものを選定すること。

e 燃料タンクは、72 時間以上運転可能な容量とし、原動機とは別室に設置する

こと。なお、発電機棟外への設置も可とする。

f 燃料小出槽容量は 2 時間以上とし、防油堤等による漏油対策を施すこと。

g 低騒音パッケージに収納し屋内では機側 1m で 80dB 以下とする。また、敷地

境界での騒音規制値を遵守すること。

h 設置に際し、消防局等関係機関との協議を行うこと。

i 現場単独、現場連動、現場自動及び集中監視制御設備からの中央手動の機能

を設け、選択可能なものとすること。自動制御は、商用電源停電で自動起動、

商用電源復電で自動停止とし、それに伴い受変電設備（遮断器、電源切替開閉

器等）も連動して電源切替が可能なものとすること。

j 運転開始後、40 秒以内に所定の電圧を確保できること。

k 燃料配管はピット内へ露出にて布設し、適切な支持を行うこと。また、漏洩

検知が早期に可能な構造とすること。

ウ 再生可能エネルギー設備

a 公称出力は 297kW とし、それ以上は事業者提案とする。

b 太陽光発電設備を設置すること。設置場所は原則として屋上とする。仕様は，

「公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編）」（最新版）による。

c 太陽光発電設備は太陽電池アレイ、パワーコンディショナ、系統連系保護装

置及び接続箱等により構成し、日照量確保や降灰対策のためパネルに傾斜を設

けるなど、発電効率の高い設置方法とすること。また、発電した電力を効率よ

く消費できるシステムとすること。

d 太陽光発電設備の保証は、太陽電池の製品保証を 10 年以上、出力保証（80％
以上）を 20 年以上とすること。パワーコンディショナの製品保証を 10 年以上

とすること。

e 高圧配電設備との系統連系形とすること。

f 逆潮流機能は設けず、自家消費型とすること。

g 停電時の自立運転は事業者提案とする。

h 見学者向けの表示装置等を設置すること。

i 太陽光以外の発電方式による事業者提案も妨げるものではないが、d の項目

に準じた保証及び e～h の項目については同等以上の機能を達成できるものであ

ること。

エ 無停電電源設備

a 直流電源装置及び交流無停電電源装置からなる構成とすること。

b 直流電源装置は高圧及び低圧の動力回路の制御、交流無停電電源装置は計装、

監視、通信、その他無停電電源が必要な設備への電力供給が可能な容量とする

こと。

c 停電補償時間は 30 分以上とすること。

オ 負荷設備

a 機械設備等の動力盤、制御盤及び現場操作盤等を設けること。
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b 既存浄水場にて更新する導水ポンプ設備への電力は、既存受電設備から供給

する。既存第二電気室にある取水ポンプ盤を導水ポンプ盤（ケーブル類含む）

へ更新すること。また、既存取水ポンプ盤及びケーブル類は撤去すること。

カ 計装設備

a 計測項目は、表 3-3 に示すとおりとする。処理方法及び注入方式の提案内容

に伴う設置場所の変更や計測項目の追加等は、事業者提案とする。また、計装

設備の精度は既存浄水場同等以上であること。

b 導水流量計は電磁式とすること。その他の流量計は、原則として口径 300mm
以下を電磁式、口径 300mm を超えるものは超音波式とすること。ただし、口径

300mm を超えるもので直管延長が確保できない等の理由がある場合は電磁式も

認める。

c 流量計設置箇所には、保守弁及び排水弁等を設けること。

d 各池の水位計は投込圧力式、薬品タンク液位計は電波式とすること。

e 着水井にて、着水 1（石井手＋小野導水）、着水 2（河頭＋石井手＋小野導水）

をそれぞれ採水し常時監視できること。

f 着水１、未ろ水及びろ水は新設生物水槽室に監視用水槽を設け、生物等によ

る安全確認ができること。

g 毒物検知装置は、固定化微生物膜と溶存酸素電極で構成されたバイオセンサ

ーとすること。

h サンプリングから計測までのタイムラグができるだけ短くなるようすること。

表 3-3 計測項目一覧

設置場所 計測項目 備考

導水ポンプ井

導水ポンプ吐出圧力

導水ポンプ回転数

導水流量

着水井1

1号着水濁度

1号着水pH
1号着水アルカリ度

1号着水微生物活性度

1号着水油分濃度

1号着水油分変化率

1号着水伝導率

1号着水塩素要求量

前々次亜注入量

着水井2

2号着水濁度

2号着水pH
2号着水アルカリ度

2号着水UV
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活性炭接触池

スラリー濃度

活性炭処理水残塩

活性炭注入量

活性炭移送量

活性炭貯蔵槽重量

スラリー貯槽給水流量

スラリー注入量

混和池

混和水残塩

混和水pH
混和水UV
混和水水温

PAC注入量

前苛性注入量

前次亜注入量

炭酸ガス注入量

沈でん池
クラリファイヤ回転数

沈でん水残塩

原水渠

未ろ水濁度

未ろ水pH
未ろ水残塩

原水渠水位

後苛性注入量

中次亜注入量

ろ過池

ろ水pH
ろ水濁度

ろ水残塩

ろ水UV
ろ過流量

洗浄流量

ろ過池損失水頭

ろ過池流調弁開度

後次亜注入量

（各池）

（各池）

（各池）

（各池）

洗浄タンク 洗浄タンク水位

洗浄排水池
洗浄排水池水位

洗浄排水返送流量

浄水池

浄水残塩

浄水池水位

送水流量（河頭配水池向け）

送水流量（石井手配水池向け）

送水ポンプ吐出圧力
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薬品タンク

PAC貯蔵槽液位

苛性貯蔵槽液位

次亜貯蔵槽液位

炭酸ガス貯留槽液位

キ 集中監視制御設備

a 基本事項

(a) 最新版の水道情報活用システム標準仕様書（水道情報活用システム標準

仕様研究会）（以下「標準仕様書」という。）に基づいて開発された水道標

準プラットフォーム（以下「水道標準 PF」という。）、監視操作アプリケー

ション（以下「監視操作 AP」という。）、デバイス及びインターフェイス等

により整備対象施設の一元的な監視・操作・制御ができるシステム構築を

行うこと。

(b) 水道情報活用システム標準仕様研究会がホームページ上で公表している

「水道情報活用システム簡易チェックシート」の全項目を満たすシステム

とすること。

(c) 標準仕様書における標準インターフェイスに対応した IoT ゲートウェイ

機能（以下「IoT-GW」という。）又は標準汎用インターフェイスに対応し

たゲートウェイ機能（以下「標準汎用GW」という。）により、水道標準PF
と各種データの伝送を行うものとすること。

(d) 浄水場の安定稼働に必要な設備や演算機能については冗長化を行うなど

対策を講じること。

(e) 簡易なエンジニアリング及び水道標準 PF へのデータ登録等は、局職員で

も技術講習により実施可能とすること。なお、エンジニアリング機能等の

内容は事業者提案とする。

(f) PLC 等については、原則として汎用機器を採用すること。なお、汎用機

器とは、その製造メーカーの独占販売ルートに限らず一般流通され、特定

の業者以外でもそのエンジニアリング及びメンテナンス行為を実施できる

ものを指す。

(g) フールプルーフ及びフェイルセーフの思想によりシステム構築を行うこ

と。

(h) 遠隔（リモート操作）による簡易な保守点検を可能とすること。

(i) 必要なウイルス対策を実施すること。

(j) 水道標準 PF のセキュリティ要件及び鹿児島市の情報セキュリティに関す

る規則等を遵守すること。また、規則等を遵守するための局の指示に従う

こと。

(k) 本事業の集中監視制御設備導入は、上下水道一体効率化・基盤強化推進

事業費（個別補助）（上下水道 DX 推進事業）の活用を予定しているため、

局と十分協議を行い、モデル事業の趣旨を理解した上で設計及び施工に当

たるとともに、申請手続き等に必要な書類の作成等について局を支援する

こと。
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b 監視操作 AP
水道標準 PF 内の事業者テナント領域又はベンダーテナント領域に構築して c

～e に示す機能を提供すると共に、水道標準 PF の各種サービス・機能を活用す

ること。

c 監視操作機能

(a) 以下に示す画面から運転停止や設定値変更等の監視操作ができること。

（系統監視画面、トレンド監視画面、発生中警報画面、機器操作画面、  

設定制御画面、警報履歴画面、状態履歴画面、操作履歴画面、帳票画面、

計測値一覧画面、積算値一覧画面、稼働実績画面等）

(b) 薬品注入率等の演算機能を有すること。

(c) 各制御盤の自動設定値の変更ができること。

(d) ID、パスワード等により操作権限を制限できる機能を有すること。

d トレンドデータ

保存期間は、以下に示す期間以上とすること。

・1 秒間データ 10 日分

・1 分間データ 4 年分

・1 時間データ 10 年分

e 帳票

(a) 日報、月報及び年報を自動で作成、表示及び印刷できること。帳票の枚

数及び登録項目等については、設計業務時に局と協議の上承諾を受けるこ

と。なお、参考として既存浄水場の帳票を資料閲覧（DVD 等による配付）

にて提示する。

(b) 計測データと演算式により算出したデータを表示できること。日報、月

報及び年報の Excel 及び CSV 形式での出力ができること。

(c) 帳票データの保存期間は 10 年以上とする。

(d) 局職員による帳票の登録項目等の変更及び新規帳票作成が可能であるこ

と。

f 水道標準 PF の設定

(a) 水道標準 PF 運用事業者（以下「プラットフォーマー」という。）は水道

情報活用システム上の水道標準 PF を提供し、デバイス・システムのデータ

を流通するサービス提供及び運営を行う第三者機関であること。

(b) 利用者 ID の取得、各種設定及び登録を行うこと。

(c) 監視操作 AP で利用するデータ（加工値を含む）は、冗長化すること。

不具合が発生した場合においてもデータを喪失することがなく、かつ監視

操作に支障がないようにすること。

(d) 水道標準 PF に登録・蓄積された監視操作項目情報は、水道標準 PF の デ

ータ抽出サービスにより、CSV 形式でデータを取得できること。

g 水道標準 PF への接続回線

(a) 接続回線（VPN1）及び接続回線（VPN2）は、プラットフォーマーが提

供する専用の IP-VPN 回線（閉域網）とすること（別紙 7 システム構成図

（案）参照）。
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(b) バックアップ手段としてプラットフォーマーが提供する LTE モバイル回

線（閉域網）を有するものとし、回線異常時及び復旧時には、自動で切り

替わること。

(c) 水道標準 PF とタブレット端末との接続回線は、プラットフォーマーが提

供する LTE モバイル回線（閉域網）とすること。

(d) IP-VPN 回線（閉域網）又はLTE モバイル回線（閉域網）のいずれかの回

線異常の際は、異常を通知する機能を有すること。

(e) 回線の通信速度は 0.5～30Mbps とし、適切な速度を選択すること。

(f) 既存浄水場と水道標準 PF 間の通信ネットワーク（監視操作用回線）は、

別途工事（場外系監視制御設備工事）にて布設することとしている。整備

対象施設と水道標準 PF 間の通信ネットワークはシステム稼働において支障

がない場合は共用することを可能とする。共用する場合は、局と協議し承

諾を受けること。既設盤等の改造が発生する場合は、局が別途工事を発注

する。

h 水道標準 PF の動作監視

動作状況や障害状況の情報を取得し、速やかにシステム利用者にメール等を

利用し情報提供が可能な機器を導入すること。

i システム試験

監視操作 AP の開発や試験は、水道標準 PF の開発・試験環境を利用すること。

監視操作 AP と水道標準 PF の試験調整に関する対応は事業者の責任において実

施すること。

j 監視操作 AP へのアクセス

標準的なブラウザで監視操作できることとし、ベンダー依存のソフトウェア

は使用しないこと。

k 監視操作端末

(a) 監視操作に十分な容量及び能力を有する汎用デスクトップ型パソコン

（Windows 系 OS（最新版））を、既存管理室及びサーバー室に各 2 台以上

設置すること。

(b) モニタは 27 インチ以上、解像度 3840×2160 以上のカラーディスプレイ

とすること。

(c) キーボード、マウス、DVD マルチドライブ、OA デスク、OA チェア、

パソコン収納ボックス、その他必要な付属品等を設置すること。

(d) 保守用端末のクライアント機能を有すること。

l タブレット端末

(a) 監視操作に十分な容量及び能力を有するタブレット端末（又はそれに準

ずるモバイル PC）を 3 台以上納品すること。

(b) OS は設計業務時に局と協議し承諾を受けること。

(c) 液晶サイズは 11 インチ以上とすること。

(d) 通信方式はプラットフォーマーが提供する専用 SIM によるセキュア通信

とすること。

m 保守用端末
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(a) 監視操作に十分な容量及び能力を有する産業用パソコンを、サーバー室

に 1 台以上設置すること。

(b) OS は設計業務時に局と協議し承諾を受けること。

(c) モニタは 27 インチ以上、解像度 3840×2160 以上のカラーディスプ レイ

とすること。

(d) キーボード、マウス、DVD マルチドライブ、OA デスク、OA チェア、

パソコン収納ボックス、その他必要な付属品等を設置すること。

(e) 水道標準 PF のメンテナンス等による停止期間中に、浄水場の自動運転及

び水運用に支障がないよう監視操作できること。

(f) 過去 30 日以上の各種運転データが確認可能なこと。

(g) 監視操作に必要な各種設定値等は、水道標準 PF と相互に変更を反映し、

常に同じ値とすること。

n プリンタ

(a) 帳票、両面ハードコピーなどの印刷用に、レーザー式カラープリンタを

既存管理室及びサーバー室に各 1 台以上設置すること。

(b) 用紙サイズは、A3、A4（各サイズ専用トレー有）とする。

(c) 印刷速度は、カラー及びモノクロとも 25 枚/分以上（A4）とする。

(d) 専用架台、予備トナー（各色 1 個以上）、その他必要な付属品等を設置す

ること。

o 場内機器及び信号伝送

(a) 通信盤、制御盤、I/O 盤等を設置すること。

(b) 信号の伝送は、I/O 及びオープンプロトコルの光通信（FL-net 等）とし、

ベンダー依存のないものとする。

p 自立分散方式

現場盤にて各施設の機器の現場手動、現場自動運転ができること。

q システムへ信号取込

(a) 既存浄水場の必要な信号を新設集中監視制御設備へ取り込むこと。取り

込みが必要と想定される信号一覧を表 3-4 に示す。

(b) 上記信号の集約及び中継端子盤の設置は、別途工事とし局が発注する予

定である。中継端子盤は既存管理室付近に設置する。

(c) 中継端子盤から、光ケーブルで整備対象施設へ信号伝送すること。

r 薬品注入演算用の水質

演算に使用する水質は、河頭原水（既存河頭取水口）、着水 1（石井手＋小野

導水）、着水 2（河頭＋石井手＋小野導水）を選択可能とすること。

表 3-4 新システムへ取込信号一覧（想定）

分類 項目
信号点数

デジタル アナログ

河川水位 甲突川 1

ポンプ井水位 導水ポンプ井 2

取水流量
甲系1号 1

甲系2号 1
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乙系 1

石井手 1

小野 1

配水池水位

河頭1号 1

河頭2号 1

河頭3号 1

石井手1号 1

石井手2号 1

配水流量

1号 1

2号 1

3号 1

花野口向け 1

河頭地区向け 1

石井手 1

配水水質 1号配水残塩 1

河頭原水水質

油分濃度 1

油分変化率 1

濁度 1

pH 1

アルカリ度 1

電気伝導率 1

微生物活性度 1

塩素要求量 1

空転防止水位 導水ポンプ井 2

停電 既存浄水場停電 1

その他
機器運転、

バルブ開閉状況等
15 15

合計点数 18 43

※ 局との協議等により信号点数の追加が発生した場合は、事業者の責任において

対応すること。

※ 信号点数の追加に対応できるよう、機能拡張可能なものとすること。

ク ITV 設備等

a 屋内浄水施設の水面・水中の水処理状況、水質分析計室及び生物水槽室監視

用の ITV 設備等を設置すること。

b ITV 設備等は、有効画素数 200 万画素以上、解像度 1920×1080 以上とし、

設置場所に応じて移動、ズーム及び首振り等の機能を有すること。

ケ その他

a 既存管理室及びサーバー室に以下の b～i に示す機能を設けること。

b 侵入者等検知用の監視カメラ映像及び赤外線センサー警報等の監視、操作及
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び確認ができること。

c ITV 設備等の映像監視及び操作ができること。

d 必要に応じ照明設備の点灯、消灯及び自動設定等の操作ができること。対象

となる照明設備は設計業務時に局と協議し承諾を受けること。

e 正門（電動式）の開閉及び停止操作ができること。

f 正門に設置するインターホンとのビデオ通話ができること。

g エレベーター内に設置するインターホンとの通話ができること。

h 多目的トイレ内に設置するインターホンとの通話ができること。

i 自動火災報知設備の受信盤を設置すること。

⑨ 見学者対応設備設計

以下の記載事項に従って設計し、見学者の理解度、満足度が高い浄水場となるよう工

夫された提案を行うこと。

ア 見学者に施設内容等を説明する大会議室がある建物には、大型バス対応の車寄せ

を設けること。

イ 見学者が天候に左右されずに快適に各施設を見学できる施設計画とすること。

ウ 見学者用の飲用供給施設（大人と子ども用の飲み口の水飲栓及びボトルディスペ

ンサー式水飲栓）を見学者ルート上に設置すること。

エ 見学者（特に小学 4 年生程度）が、浄水技術や水道の仕組みを学ぶことができる

場となるよう、大人と子供がそれぞれの視点及び視線で見ても学べるよう工夫する

こと。なお、見学者数は 1 回当たり最大 130 名とする。

オ 施設内容等を説明する大会議室を設けること。室内の備品については、見学者が

最大人数の場合においても十分視認できる映像設備、室内に満遍なく聴こえる音響

設備及び机・椅子などの必要なものを設けること。

カ 見学者対応の各種付帯設備（説明用の動画、パネル、パンフレット、鳥観パース、

航空写真及び浄水場の模型など）を作成すること。内容については事業者提案とす

る。

キ 見学者コースについては、車いすを使っている人や段差を上るのが困難な人など

でも快適に見学できるようにバリアフリー化（車いす対応のエレべーターやスロー

プの設置等）すること。また、ルートのカラー舗装や順路案内など、スムーズな見

学が可能となる計画とすること。

ク 見学者コースの対象となる施設や会議室などには、高齢者、障害者等の移動等の

円滑化の促進に関する法律を準拠し、見学者の安全性を確保するため、安全対策

（階段・段差の滑り止めや手すりの設置等）、危険箇所への進入防止対策を講じた

設計とすること。

ケ 見学者が安全かつスムーズに見学できるよう、見学者向けの案内表示（各施設又

は各設備の説明を含む。）を浄水フロー、設備図面等の施設見学用の説明パネルを

少なくとも処理工程ごとに設けること。案内表示については、見学者が理解し易い

内容にすること。また、設置位置や表示方法を工夫し、視認性を高めること。

コ 壁や扉などの一部をガラス張りにするなどの施設の見える化を図ること。

⑩ 施設撤去設計

整備対象施設の詳細設計を行うに当たり、以下に示す支障又は不要となる既存施設及
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び設備は、撤去すること。なお、詳細は別紙 8 のとおりである。

（）内は基本方針とし、事業者提案により変更は可能とする。

ア 既存管路

a 石井手取水場～河頭浄水場導水管φ500mm（切り回し）

石井手原水調整槽を迂回して、接続すること。

b ドレン管φ300mm（撤去）

c 送水管（花野口ポンプ所向け）φ500mm（移設）

・移設ルートは事業者提案とする。施設配置や維持管理に係る提案内容によ

っては、移設しない提案も可能とする。

d 給水設備φ100mm（撤去）

e 給水設備φ20、25mm（撤去・残置）

f 汚水圧送管φ150mm（市道へ移設・撤去）

※市都市農業センター所管

g 配水管φ50mm（市道へ移設・撤去）

イ 土木施設

a 石井手原水調整槽（撤去）

b 更新用地内の既存擁壁、ネットフェンス及びガードレール（撤去）

ウ 更新用地内の電柱

a 別紙 8 のとおりである。

※移設は本事業には含まれないが、(株)NTT 西日本や九州電力(株)等と移設に

係る工程調整などが必要である。

⑪ 出来高検査及び完了検査

事業者は、設計業務過程の出来高について局に報告し、出来高検査及び完了検査を受

けること。検査に要する費用は、事業者負担とする。
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４．建設工事

（１）建設工事の内容

建設工事は、設計業務での成果品に基づく整備対象施設の各施設及び設備の工事に関す

るものである。

事業者は、各種関連法令、工事の安全等に関する指針等を遵守し、工事前に設計図書に

基づく施工計画書を作成し、局の承諾を受けた施設・設備から建設工事に着手すること。

また、既存浄水場においては、必要に応じて改造工事を実施すること。

（２）建設工事の実施に当たっての留意事項

① 工事全般

ア 既存浄水場の運転に支障を来さないよう施工すること。

イ 工程に影響を与えるあらゆる事象を想定したうえで、全体工程を適切に管理する

こと。

ウ 事業者は、施工状況を局に毎月報告すること。また、局の要請があれば、随時施

工状況の説明を行うこと。局は適宜現場確認を行えるものとする。

エ 事業者は、着工に先立ち、周辺影響調査等を十分に行い、理解と協力を得て円滑

な進捗を図ること。

オ 事業者は、工事関係者及び第三者の安全を確保すること。また、現場視察等への

対応について協力すること。

カ 工事の施工に必要な用地は事業者で確保すること。局用地については協議の上、

既存浄水場の運転に支障のない範囲での使用は認めるものとする。

キ 施工の際に施設を損傷した場合は事業者の責任により現状復旧すること。

ク 使用資機材は新品に限る。ただし、仮設構造物についてはこの限りではない。

ケ 他工事で発生した残土を流用する場合は、土壌汚染対策法施行令（平成 14 年政令

第 336 号）第 1 条で規定する特定有害物質（26 物質）が土壌溶出量基準や土壌含有

量基準の基準値内であることを指定調査機関にて調査を行い報告書を提出し、局の

承諾を受けること。

コ 特殊な材料・工法等を採用する場合は、事前に局の承諾を受けること。

サ 配管技能者は協力企業も可とする。

シ 電気主任技術者は、事業者が試運転等の必要な時期に選任し、対象設備の完成引

渡しまで業務に従事すること。

ス 施設撤去工事において有価物が生じた場合は、原則として事業者の収入とする。

セ コンクリート構造物は十分なひび割れ対策を行い、池状コンクリート構造物は水

密性を確保すること。なお、クラックが発生した場合は補修等の適切な対応を行う

こと。

ソ 各設備の製作が終了した時点で工場検査を行う。工場検査対象の設備項目につい

ては局との協議により決定する。工場検査は必ず局が立ち会うこととする。

タ 導水ポンプ設備等は、建設工事期間中に部分的に竣工させ局に引渡すこと。その

引渡し時に既存管理室で監視制御できることとするが、新設集中監視制御設備完成

までの間は仮設でも可とする。

チ 工事車両が通行できるよう、場内道路及び搬入道路の整備を行うこと。
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② 試運転、運転指導業務

ア 試運転業務

事業者は最低 6 か月間の試運転を行い、個々の設備及び施設全体としての性能及

び機能を確認すること。試運転の 6 か月前までに試運転計画書を局に提出し、承諾

を受けること。計画書の作成に当たっては、水運用上の制限等があるため、必要な

水量等を局と協議し、既存浄水場の運転に支障がないようすること。

試運転時は、石井手取水場（20,000m3/日）と小野取水場（20,000m3/日）を優先

利用することとするが、総合試運転時は河頭取水口（70,000m3/日）を利用して、全

負荷運転（計画水量（69,400m3/日））を行うこと。また、総合試運転時は排水先と

して河頭 1 号配水池を利用すること。

イ 運転指導業務

事業者は、本事業で整備した施設、設備等の運転操作や保守点検等、施設の維持

管理で必要となる運転管理マニュアル及び保守点検マニュアル等を作成すること。

作成に当たっては、局職員の技術継承に資するよう、段階的な手順等が視覚的に理

解しやすい工夫を行うこと。また、作成した運転管理マニュアル等を用いて局職員

への運転指導等を行うこと。

導水ポンプ設備等、建設工事期間中に部分的に竣工させた設備及び機器を局に引

渡す際、仮の運転管理マニュアル及び保守点検マニュアル等を作成し、提出するこ

と。またそれらを用いて、スムーズな運転が可能となるように、局職員に対して運

転指導を行うこと。

③ 出来高検査及び完成検査

事業者は、建設工事過程の出来高について局に報告し、出来高検査及び完成検査を受

けること。検査に要する費用は、事業者負担とする。また、水道法第 13 条の給水開始

前検査について、局に協力すること。

④ 完成図書及び各種申請図書の提出

ア 事業者は、建設工事に関し、次の図書等を完成検査前に提出すること。なお運用

の都合上、部分的に設備や機器を局に引き渡す場合においても、同様とする。

a 完成図書

b 工事精算書

c 運転管理マニュアル

d 保守点検マニュアル

e 工事写真帳

f 計画通知書

g 各種申請図書

h 上記に係る電子データ等

i その他必要なもの

イ 仕様、部数、様式、提出時期等は、局の指示に従うこと。完成図書類については、

現在電子納品への移行期間中であるため、「水道局機械電気一般仕様書」等の最新

版に準拠すること。

ウ 工事期間中の承諾図書として提出した検討書、計算書等は、完成検査前に実施設

計の報告書とあわせ、体系的に取りまとめて提出すること。
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⑤ 工事期間中の対応

ア 建設工事に必要となる電力、ガス、水道及び監視制御設備の構築における水道標

準 PF の初期費用等は、事業者自ら調達管理を行うこと。また、試運転に必要な水

質分析及び水道標準 PF の利用等に係る費用も、事業者負担とする。ただし、既存

浄水場から供給する試運転に必要な原水及び電力等については、局の負担とする。

イ 建設工事期間中の汚水、雑排水及び雨水排水は事業者において対応すること。た

だし、試運転に伴い発生する汚泥については局で対応する。

ウ 浄水場建設の進捗状況を定点カメラ等で撮影し、事業者が設置するホームページ

等にて公開すること。

⑥ 環境対策

ア 省資源となるよう、効率的な施工方法とすること。

イ 省エネルギーとなる資機材を用いて施工すること。

ウ 温室効果ガスの排出抑制に対応した資機材を用いて施工すること。

エ 騒音・振動・悪臭及び交通等の周辺の生活環境への影響が最小限となる施工計画

とすること。

オ 施工に伴う電波障害等が発生した場合には必要な対策を講じること。

カ 周辺の景観への影響が最小限となる施工とすること。

⑦ 地元貢献

ア 建設工事における協力企業には、可能な限り地元企業を活用すること。

イ 工事に使用する資材等についても、可能な限り市内において製造産出される資材

又は、地元企業が販売するものを使用すること。

⑧ 各種式典の取りまとめ

ア 起工式の開催、運営及び取りまとめを行うこと。

イ 竣工式の開催、運営及び取りまとめを行うこと。

ウ 式典の運営等については局と協議し、承諾を受けること。

５．建設工事に伴う各種認可の申請に係る業務

建設工事に伴う許認可等の申請は、事業者の責任において行うこと。ただし、事業者が局

に協力を求めた場合、局は資料の提出その他について可能な範囲で協力する。
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第４章 維持管理業務要件

１．維持管理業務の基本的事項

（１）対象範囲

維持管理業務（以下「本業務」という。）は、河頭浄水場（甲系統の浄水施設）の浄水施

設、送水施設、機械及び電気・計装設備等に係る維持管理を行う業務である。

本業務の範囲は、更新用地及び連絡用通路内の整備対象施設とし、表 4-1 に示すとおり

である。既存浄水場敷地内にて更新する導水ポンプ設備及び導水管は本業務の範囲対象外

とする。なお、本業務は水道法第 24 条の 3 に規定する第三者委託を適用しない。

表 4-1 維持管理業務の対象範囲

業  務  項  目
対 象 範 囲

整備対象施設 既存浄水場

保守点検業務

・日常保守点検業務 事業者 局

・自家用電気工作物点検業務 事業者 局

・予備動力保守点検業務 事業者 局

・地下燃料タンク点検業務 事業者 局

・集中監視制御設備保守点検業務 事業者 局

・計装設備保守点検業務 事業者 局

・水質分析計保守点検業務 事業者 局

・炭酸ガス注入設備点検業務 事業者 局

・活性炭注入設備保守点検業務 事業者 局

・ろ過池更生業務 事業者 局

その他

・事業終了後の引継ぎ業務 事業者 ―

・近隣対応業務（事業者が負担すべき範囲） 事業者 ―

・その他実施する上で必要な業務 事業者 ―

※整備対象施設の提案内容により、不要となる業務がある。

（２）業務期間

本事業における維持管理期間（以下「業務期間」という。）の事業スケジュールについて

は、「募集要項 第１章 １．（７）事業スケジュール」に示す。

（３）業務開始前の準備期間

事業者は、既存浄水場での維持管理状況、関連する施設の特性、業務内容等の把握を十

分に行った上で本業務を開始すること。

（４）業務計画書

事業者は本業務の実施に当たり、業務着手の 6 か月前までに、以下に示す事項を記載し

た業務計画書を作成し、局の承諾を受けること。
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① 基本方針

業務概要や維持管理に係る考え方等の基本方針を記載すること。

② 業務体制

本業務を遂行する上で必要な組織、業務分担及び緊急体制等を記載すること。

③ 業務計画

本業務の業務期間全体における維持管理計画を記載すること。

④ 業務遂行方法

各設備の維持管理方法、日常点検・定期点検等の頻度、環境負荷の少ない仮設計画、

各種点検表・報告書の様式及びその他必要な事項について記載すること。

⑤ 安全衛生管理

本業務を安全に遂行するための安全衛生管理に係る基準、組織体制等について記載す

ること。

（５）年間・月間業務計画書

事業者は、業務期間中の各年度について、毎年 3 月 1 日まで（初年度は業務着手の 30 日

前まで）に年間業務計画書を、また、業務実施月の前月の 20 日まで（初年度は業務着手の

1 週間前まで）に翌月の月間業務計画書を、それぞれ提出し局の承諾を受けること。

（６）作業計画書

事業者は、表 4-1 に示す各業務に対して、業務着手の 30 日前までに作業計画書を提出し、

局の承諾を受けること。ただし、水運用の状況によって業務の日時を変更することがある。

（７）各種計画書の見直し

事業者は、必要に応じて各種計画書の見直しを行い、局の承諾を受けること。

（８）点検内容及び点検頻度

① 点検内容

各業務の点検内容は、既存浄水場等で実施している内容と同等以上とすること。参考

としてその内容を資料閲覧（DVD 等による配付）にて提示する。

なお、AI や IoT 等の最新技術を活用した新たな点検内容を提案することは妨げない。

また、事業者提案の内容に伴う必要な点検は事業者負担とする。

② 点検頻度

各業務の点検頻度は、既存浄水場等で実施している頻度と同等以上とすること。既存

浄水場等で実施している点検頻度は表 4-2 及び資料閲覧（DVD 等による配付）にて提示

する。なお、AI や IoT 等の最新技術を活用し、適切かつ効率的な点検が行われる場合は

この限りでない。
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表 4-2 既存浄水場の点検頻度等

業 務 項 目 頻  度

(1) 日常保守点検業務

施設及び設備等の
日常・定期巡視

毎日

薬品受入作業 平日（約 100~130 回/年）

その他 必要に応じて

(2) 自家用電気工作物
点検業務

1 回/年

(3) 予備動力保守点検業
務

1 回/7 年

(4) 地下燃料タンク
点検業務

漏洩検査 1 回/年

肉厚検査及び清掃 1 回/5 年

(5) 集中監視制御設備
保守点検業務

1 回/年

(6) 計装設備
保守点検業務

流量計

1 回/3 年
指示調節計（プログラム機能付）
※薬注に係るものに限る

調節弁（薬品注入機）

(7) 水質分析計
保守点検業務

凝集監視装置
普通点検 6 回/年

精密点検 1 回/年

油分計
普通点検 3 回/年

精密点検 1 回/年

塩素要求量計
6 か月点検 1 回/年

年次点検 1 回/年

毒物検知装置
普通点検 6 回/年

精密点検 2 回/年

砂ろ過装置 年次点検 1 回/年

(8) 炭酸ガス注入設備
点検業務

1 回/年

(9) 活性炭注入設備
保守点検業務

1 回/3 年

(10) ろ過池更生業務 1 回/10 年
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（９）報告書類の提出

事業者は、表 4-3 に示す報告書類を提出すること。

表 4-3 報告書類

業務名 報告書類

日常保守点検業務 業務遂行状況報告書（日報、月報）

炭酸ガス注入設備点検業務 業務報告書：3 部、業務写真帳：3 部

活性炭注入設備保守点検業務 業務報告書：2 部、業務写真帳：2 部

自家用電気工作物点検業務 業務報告書：2 部、業務写真帳：2 部

上記以外の業務 業務報告書：2 部、業務写真帳：1 部

（１０）施設・備品等の貸与

業務遂行上必要な施設・備品等については、局が無償で貸与する。貸与に当たっては、

その使用状況を常に把握し管理すること。事業者が故意又は過失により貸与した施設・備

品等に毀損、盗難及び紛失等があった場合は、事業者が弁償しなければならない。貸与品

及び貸与に係る手続等については、業務計画書の業務遂行方法に記載のうえ局の承諾を受

けること。

（１１）従事者の研修

従事者の知識及び技術力の向上を図るため、研修を実施し局へ報告すること。内容や実

施時期については事業者提案とする。

（１２）機器等の操作

点検等に伴う機器及び装置の操作を行う際は局の承諾を受けること。また、施設運転及

び維持管理に支障のないよう作業すること。

（１３）計測機器

計測機器は校正されたものを用い、アナログタイプでは階級 0.5 級以上、デジタルタイ

プでは確度±1.0％rdg±2dgt以上のもの、又はこれらと同等以上のものを使用すること。点

検対象機器はメーカーの保証する精度以内に収めること。

（１４）産業廃棄物等処理

業務において発生する産業廃棄物等については、適正に処理をすること。なお、処分に

要する費用は事業者負担とする。

２．保守点検業務

（１）日常保守点検業務

① 業務の概要
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日常点検及び定期点検等を行うものである。

② 業務内容等

ア 業務内容を以下に示す。

a 施設及び設備等の日常・定期点検

b 簡易な故障修理（油脂類の補充・交換を含む）

c 設備、機器周辺の清掃及び補修塗装

d 各池等の清掃（スカムの除去等）

e 浄水施設の清掃

（「第３章 ３．（３）⑦ 表 3-2 に示す管理に分類される室を除く）

f 薬品受入立会

g 局が行う維持管理作業の補助

h 作業日誌等の作成・保管

i 局との業務打ち合わせ及び報告

j その他必要な業務

イ 事業者は、業務を適正かつ円滑に遂行するため、相当の技術、知識及び熟練度を

有した専任者を確保し、従事させること。

ウ 事業者は、従事者の氏名、年齢、資格等を記載した書類を局へ提出すること。な

お、従事者を変更する場合も同様とする。

エ 従事者は、以下の要件を全て満たした者とする。

a 学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）による高等学校以上の学校において電

気又は機械のいずれかに関する学科を修めて卒業していること。

b 水道法（昭和 32 年法律第 177 号）第 3 条第 2 項に規定する水道事業（ただ

し、同条第 3 項の簡易水道事業を除く。）における浄水施設又は取水施設の維持

管理業務について、3 年以上の実務経験を有していること。

c 酸素欠乏症等防止規則第 27 条に規定する酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者

技能講習を修了していること。

オ 勤務時間は次のとおりとする。

a 毎日 8 時 30 分から 17 時 15 分までとする。

b 事業者は、勤務時間内においては、常時 1 人以上の従事者を配置しなければ

ならない。

c 勤務時間外であっても、事業者が行うべき業務が完了していない等、局が特

に必要と認めた場合は業務を履行するものとする。

カ 従事者は執務室として、機械電気棟の作業員事務所を使用すること。

（２）自家用電気工作物点検業務

① 業務の概要

自家用電気工作物の機能を正常に維持するため、鹿児島市水道局自家用電気工作物保

安規程（以下「保安規程」という。）に基づき点検を行うものである。保安規程は資料閲

覧（DVD 等による配付）にて提示する。

② 業務内容等

ア 安全作業の手順に従い、事故防止に留意すること。安全作業の手順は資料閲覧
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（DVD 等による配付）にて提示する。

イ 現場責任者として、電気事業法（昭和 39 年法律第 170 号）第 44 条第 1 項第 1 号

から第 3 号に規定する電気主任技術者の資格を有して 3 年以上の者を従事させるこ

と。

ウ 担当技術者として、電気事業法（昭和 39 年法律第 170 号）第 44 条第 1 項第 1 号

から第 3 号に規定する電気主任技術者の資格、もしくは電気工事士法（昭和 35 年法

律第 139 号）第 3 条第 1 項に規定する第一種電気工事士の資格を有している者を従

事させること。

エ 再生可能エネルギー設備は、自家用電気工作物の年次点検の対象とする。

（３）予備動力保守点検業務

① 業務の概要

非常用自家発電設備の機能を正常に維持するため、保守点検を行うものである。

② 業務内容等

ア 発電機、原動機、発電機盤及び補機等の点検を行うこと。また、オイル等の消耗

品の交換を行うこと。

イ 発電機の安定稼働に必要な点検内容（定期的な部品交換等を含む）及び点検周期

を提案すること。

ウ 専門的技術、知識を有し、当該業務を十分熟知した者を従事させること。

（４）地下燃料タンク点検業務

① 業務の概要

地下燃料タンクの機能を正常に維持するため、消防法に基づき点検を行うものである。

② 業務内容等

ア 地下燃料タンク及び配管等の漏洩検査、肉厚検査、清掃等を行うこと。

イ 専門的技術、知識を有し、当該業務を十分熟知した者を従事させること。

（５）集中監視制御設備保守点検業務

① 業務の概要

集中監視制御設備の機能を正常に維持するために、保守点検を行うものである。

② 業務内容等

ア 集中監視制御設備に障害が発生した場合は、速やかに適切な対応を行うこと。

イ エアフィルター等の定期交換が必要な部品は、点検時に交換すること。

ウ 点検の結果、部品取替等を必要とする場合は、局の承諾を受けて速やかに処置す

ること。

エ 局の指示による簡易なエンジニアリング及び水道標準 PFへのデータ登録等は業務

に含めること。

オ 水道標準PFのサービスについては、適切にシステム運用保守管理等を実施するこ

と。利用する水道標準 PF の各種サービスメニューについては、局の承諾を受ける

こと。また、変更する場合も同様とする。

カ 水道標準 PF メニューにおける月額費用のうち、PF 基本サービス（水道事業者ポ
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ータル）、データ流通蓄積サービス及びネットワークサービス（水道事業者用）に

係る費用を局の負担、PF 基本サービス（ベンダーポータル）、IT 基盤提供サービス

及びネットワークサービス（ベンダー用）に係る費用を事業者負担とすること。

キ 集中監視制御設備の概要、監視操作 AP 等の各種機能、運転操作方法及びエンジ

ニアリング方法等について、局職員に対する技術講習を年 1 回以上実施すること。

ク ウイルス対策等を実施すること。

ケ 専門的技術、知識を有し、当該業務を十分熟知した者を従事させること。

（６）計装設備保守点検業務

① 業務の概要

計装設備の機能を正常に維持するため、保守点検を行うものである。

② 業務内容等

ア 各計装設備の事前調査、外観調査、点検調整及びその他メーカー標準による必要

な点検等を行うこと。

イ 専門的技術、知識を有し、当該業務を十分熟知した者を従事させること。

（７）水質分析計保守点検業務

① 業務の概要

水質分析計の機能を正常に維持するため、保守点検を行うものである。

② 業務内容等

ア 各水質分析計の事前調査、外観調査、点検調整及びその他メーカー標準による必

要な点検等を行うこと。

イ 専門的技術、知識を有し、当該業務を十分熟知した者を従事させること。

（８）炭酸ガス注入設備点検業務

① 業務の概要

炭酸ガス注入設備の機能を正常に維持するため、高圧ガス保安法及び一般高圧ガス保

安規則に基づき保守点検を行うものである。

② 業務内容等

ア 周囲状況、外観、貯槽、配管及び気化器等を点検すること。

イ 専門的技術、知識を有し、当該業務を十分熟知した者を従事させること。

（９）活性炭注入設備保守点検業務

① 業務の概要

活性炭注入設備の機能を正常に維持するために、保守点検を行うものである。

② 業務内容等

ア 貯蔵槽、注入機等の点検、計器の校正、オイル等の消耗品交換及び弁類の調整等

を行うこと。

イ 専門的技術、知識を有し、当該業務を十分熟知した者を従事させること。
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（１０）ろ過池更生業務

① 業務の概要

急速ろ過池の機能を正常に維持するために、ろ過砂の更生等を行うものである。

② 業務内容等

ア ろ過砂、下部集水装置等の洗浄、点検及び試運転調整等を行うこと。

イ 専門的技術、知識を有し、当該業務を十分熟知した者を従事させること。

３．その他

（１）事業終了時の引継ぎ業務

① 業務の概要

本事業の終了後に後継事業者が引き続き運転を継続できるようにするため、事業者が

適切な引継ぎを行うものである。

② 業務内容等

ア 引継ぎ業務は事業終了の 1 年前に局と協議の上、実施時期を決定すること。

イ 本業務の各種計画書を引継ぎ前の最新の状態へ更新して局へ提出し、当該計画書

を基に後継事業者に対して引継ぎを行うこと。

（２）近隣対応業務（事業者が負担すべき範囲）

事業者は、近隣住民と十分に協調を保ち、円滑に業務を行うこと。事業者が実施する業

務に起因する住民からの問い合わせ等については、事業者の責任で対応すること。

（３）その他実施する上で必要な業務

事業者は、本書に明示されていない事項においても、業務の性質上当然必要と判断され

る業務については実施するものとする。


